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はじめに －市場構造の動態分析の重要性－ 

 

市場構造のダイナミクスは，産業組織論において理論的にも実証的にも大きな分析課題となっ

ている。それは，産業分析において動態的な捉え方が影響力を増し，そしてまた経済のグローバ

ル化や技術革新などによって誘引された動態的な競争が実際に展開されていることと無関係で

はない。例えば，「イノベーションのジレンマ（“Innovator’s dilemma”）」（Christensen [1997]），

「先行者優位の神話（“the first-mover advantage myth”）」（Financial Times, March 6, 2012, p. 

10）などの議論が展開されている1。 

また，産業組織論の展開でも，市場構造のダイナミクスは注目されてきた。まず，競争政策分

析において有力であるポストシカゴ学派の議論の影響も反映しているであろう。なぜなら，市場

構造の変動・内生性が強調されているからである。さらに，首位企業が積極的に革新を行い，首

位を維持し続けること（持続的優位型革新行動）を強調する「内生的市場構造（endogenous 

market structure）」論（Etro [2007]など）も市場構造の動態に関心を喚起している2。そのほか，

従来から展開されてきた「産業内移動障壁（intra-industry mobility barriers）」や「戦略的サブ

グループ（strategic subgroups）」などの議論も，市場構造のダイナミクスに密接に関わるもの

といえよう3。 

こうした流れの中で，特に 1990 年代中ごろ以降，市場シェア（以下「シェア」という。）や順

位の変動について実証分析（Baldwin [1995] など）が多くみられるようになった。それらの研

究は，利用可能なシェア，順位（シェアに基づくポジション）などのデータを利用して競争の強

さを捉える指標を工夫し，そしてまたその指標を使用して競争が企業行動や市場成果に与える影

響を計測しようとしている。そこで，本研究は，各企業，特に上位企業間におけるシェアや順位

の変動を市場構造のモビリティー（以下「モビリティー」という。）と定義し，そしてできる限

り寡占理論，企業行動の理論などに触れながら，既存研究で使われたモビリティーを計測する指

標（以下では「モビリティー指数」という。）を展望した上で，その主なものを我が国産業に適

用し，指数間の関係を考察し，そして既存の指標に代わる新たな計測方法への示唆を模索する。

また，各種モビリティー指数が市場行動あるいは市場成果に及ぼす効果の分析を通して，競争を

捉える指標としての有効性を議論する。 

  

                                                   
1 イノベーション（イノベーター）のジレンマとは，競争の感覚を研ぎ澄まし，ユーザーの声に耳を傾け，新技術に積極的に投

資してきた先行者（革新者）でも，特定の種類の革新（破壊的イノベーション）によって対応できず負けてしまうことをいう。

先行者は，先行のゆえに不可欠な資源の専有，特許，規模の経済性の達成，評判などから競争上の優位（先行者優位と呼ばれ

る。）をもつことができると考えられやすい。しかし，そうした優位は恒常的なものではなく，失われることがある。それが

イノベーションのジレンマであり，先行者優位の神話である。 
2 内生的市場構造論は，市場構造が，企業の戦略的行動と，参入が市場状況に応じて決定されるという内生的な参入行動によっ

て絶えず動態的，流動的となることを主張する。 
3 産業内移動障壁論では，１つの産業において上位企業群と下位企業群の間に，下位企業の成長を妨げる障壁（産業内移動障壁，

成長障壁と呼ばれる。）が存在するために，上位企業は有利なポジションを持続することができる。また，１つの産業に，例

えば大企業群と中小企業群，外資系企業群と国内企業群のように，複数の企業群（戦略サブグループ）が存在し，互いに異な

る戦略を採る状況がみられる。こうしたサブグループ間の競合関係が当該産業の競争，したがってモビリティーに影響を与え

るかもしれない。Caves and Porter (1977)，Daems and Thomas (1994) などを参照。 
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第１章 競争と市場構造のモビリティー 

 

１ 累積集中度とハーフィンダール・ハーシュマン指数の評価 

まず，モビリティー指数の意義をより明確にするために，それに密接に関連する既存の集

中度指標，特に累積集中度とハーフィンダール・ハーシュマン指数（以下「HHI」という。）

について言及しよう。通常，ある特定市場の集中度は，企業のシェア・データに基づいたこ

れらの指標によって計測される。しかし，今日，政策分析の方法として個別産業の経済分析

（シミュレーション分析）が重視されるにつれて，累積集中度や HHI などの構造的指標は

市場支配力あるいは競争の強さの決定的証拠としては捉えられていない。とはいえ，伝統的

な産業組織論と同様，上記のとおり企業行動（戦略的行動）が市場構造に影響を与える内生

的関係を強調するポストシカゴ学派の議論も，基本的には，市場構造が市場行動・成果を規

定することを容認する。したがって，競争（政策）分析にとって有意義な方法で市場におけ

る競争の程度を計測できるか，という問題は依然として重要である。 

シェア・集中度などの構造的特徴は，競争分析において十分に取り上げる価値を有するで

あろう。第一に，集中度指標は合併規制のための集中度スクリーニングとして有効であるな

ど，規制当局者にとってなお重要である。第二に，競争政策が，理論的，実証的研究の発展

によって「将来，構造を重視する方向に振り子が振れる可能性もある」（Davis and Garcés 

[2010]，pp. 286）という主張もあり，集中度指標又は集中度の意義・計測を議論し続けるこ

とはなお有意義である4。第三に，技術進歩，産業構造の変化などが各産業の構造的特徴に与

えている影響を明らかにする上で，こうした構造下での企業戦略の結果であるシェア・集中

度は有益である。最後に，HHI は次の２点からなお適切な指標である。すなわち，理論的に

は，HHI は独占度と関連するラーナー指数や市場成果について改善の可能性を示す指数5と

の直接的なつながりを有し，また，実態的にも，シェアの分布が「ロングテール型」のよう

に非対称的となる傾向があるので（非対称的寡占），シェアの分布を反映する指標が望まし

いからである。 

   しかし，集中度指標は限界を持つ。第一に，集中度指標やその計算に使用するシェア指標

では「失われる情報」もある。例えば，シェア分布の形状，既存企業のシェア・順位の変動，

参入，退出，海外企業（輸入，外資系企業）のシェアなどである。これらは固有に企業行動

に影響を与える可能性を持つ。第二に，シェアの計測指標の問題として，アウトプットによ

る計測とインプット･能力による計測では企業行動上の意味合いが異なる可能性がある。前

者は企業戦略の事後的な成果によるものであり，ほとんどの計測がこれに該当する。他方，

後者は，生産活動が行われる前の事前的な能力ベースの指標（例えば，生産能力を基にシェ

アを計測するなど）であり，既存企業間の競争では重要と考えられる。なぜなら，例えば圧

倒的シェアを持つ企業がプライスリーダーシップを主導する「支配的企業モデル」（例えば

Martin [2010] 参照。）が示唆するように，寡占企業は価格支配力を主導・実現するために自

                                                   
4 他にも，Baker and Shapiro [2008] は，合併（規制）分析において，シェアや集中度のような構造的側面に注目することを

求めている（“partially restoring the structural presumption”，pp. 235）。 
5 前者については Cowling and Warterson (1977)，後者については Dansby and Willig (1979) ，両方を解説したものとして小

田切（2001，第３章）を参照。なお，両関係とも企業数を所与とした生産量決定型寡占モデル（クールノー競争）で示されて

いる関係である。 
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己の供給削減を実施することができるので，当該企業が過剰な生産能力（予備能力）を持て

ば，ライバルを排除・弱体化（限界企業化）するためにその過剰な生産能力を活用できると

理解できるからである。換言すれば，それは，市場支配力の実現に向けて協力するようにシ

グナルを出しており，従わないときは他社への制裁の脅しを意味している（シグナリング効

果）。ここに，上記２つの指標には乖離が存在する可能性があることが分かる。理論的には，

後者の方が優れているが，能力あるいはインプットの計測が困難なため，通常はアウトプッ

トで計測される。第三に，HHI は単独効果（unilateral effects）と協調的効果（coordinated 

effects）によって異なる解釈もみられる。大きな HHI は，シェア分布の非対称を通して単

独効果の解釈に適合し，他方協調的効果では，協調はシェア格差の小さい場合に成立しやす

く，HHI がやや低い場合の方が適合するのではないかというものである。最後に，差別化製

品，革新的市場，ネットワーク型産業などでは，価格だけでなく，サービス，投資，技術開

発など非価格面でも並行的に，戦略的に展開される多元的・動態的競争がみられる。そうし

た産業において，集中度指標はある時点における１つの構造的特徴を反映する静態的指標で

あり，動態的なプロセスで展開される競争の強さあるいは市場支配力の大きさを必ずしも捉

えていない。 

 

２ 代替的指標の開発 

かくして，多元的・動態的競争を反映する指標の開発・計測が求められている。例えば，

こうした競争を捉えるためには，企業シェア分布の変動，世界集中度（国際寡占），買手集

中度（競争過程における買手の重要性）などが考えられる。本共同研究では，最初の企業シ

ェア分布の変動に注目する。なお，上記の世界集中度と買手集中度の問題については，経済

のグローバル化や消費者の影響力（通常，消費者投入と呼ばれる）の拡大のために重要な課

題であるにもかかわらず，十分な分析はまだ少なく，今後の研究が求められる。 

企業シェア分布の変動（あるいは逆に安定性）は，企業のシェアと順位の変動によって捉

えられ，そしてより具体的には既存企業のシェアの変動（成長，衰退），新規企業の参入，

既存企業の退出によって起こる。例えば，第３章で例示するように，ある２つの時点で上位

４社の集中度が全く同じあっても，上位のメンバーが２つの時点間で全く異なる場合もあり

得る6。したがって，各企業の識別，シェア，順位，参入，退出などの情報を織り込んだ構造

的指標の開発が求められる。 

しかし，既存企業の成長は内部成長だけではなく，合併（合併，合弁，子会社化等）によ

る外部成長によっても起こるので，構造的指標の開発に当たっては，この点も考慮しなけれ

ばならないであろう。合併，特に上位企業間の合併の場合，シェア分布の変動は大きくなる

が，この場合の変動は競争によるモビリティーとみることは困難であるといえよう。 

 なお，これらシェア，順位，参入，退出などの情報は公正取引委員会が実施している生産・

出荷集中度調査で集められる情報に含まれており，集中度との関係の重要性を示唆している。 

  

                                                   
6 企業の順位に変化がなくとも，シェアが変動していることもある。 
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第２章 既存のモビリティー指数 －展望－ 

 

 一般に，上記のとおり，特定産業のモビリティーは企業規模（シェア）分布の変動であり，企

業の内部成長，外部成長（合併），参入，退出を反映する。したがって，モビリティーを捉える

指標はこれらのプロセスを含むように作成されなければならない。以下では，従来の研究で使用

された指標を整理・考察しよう。 

利用されている指標は，大きく，(1)シェアの変動のみに基づくタイプ，(2)順位の変動のみに基

づくタイプ及び(3)シェアと順位の両方の変動に基づくタイプ，の３つに分けることができる。以

下では特に断らない限り，それぞれの産業について𝑁を企業数，𝑇を年数とする。 

 

１ シェア変動に基づく指標 

まず，既存研究で用いられたシェア変動に基づく計測方法をみてみよう。指標の名称は，

引用文献で使用されている名称である。 

 

(1) Market share variability index（市場シェア可変性指数） 

Ciarreta [2002] は，企業間のシェアの比率を計算した上で，その異時点間の変化倍率

の対数の和を使用し以下のようなシェア変動指数を算出した。 

 

 2

𝑁(𝑁 − 1)
∑ 𝑙𝑛 (

𝑆𝑖𝑙 𝑆𝑗𝑙⁄

𝑆𝑖𝑜 𝑆𝑗𝑜⁄
)

𝑖<𝑗

  (2.1) 

 

 

当該研究はその指標の決定要因に関する分析を行い，特にカルテルの影響を考察してい

る。カルテルの可能性を審査するときに，モビリティーが１つの注目すべき証拠を形成す

ることが結論される。 

 

(2) Market share variation index（市場シェア変動指数） 

Fusillo [2013] は，シェア５％以上の企業について，式(2.2)によりシェア分布を捉える

変動係数（一定時点におけるシェアの企業間格差）を計算し，当該変動係数の時系列な変

化をたどることによって，シェアの企業間格差について経年変化を捉えている。 

 

 

{
∑ (𝑆𝑖𝑗𝑡 − 𝑆𝑗̅𝑡)

2
𝑖

𝑁 − 1
}

1

2 ∑ 𝑆𝑖𝑗𝑡𝑖

𝑁
⁄   (2.2) 

 

 

例えば，本指数があまり変動しないならば，モビリティーは小さいと考えられる。しか

し，この指数は，１つの産業を対象としたものであり，本研究が目的とする経時的なモビ

𝑆𝑖,𝑡：企業𝑖の𝑡期におけるシェア， 𝑙：期末， 𝑜：期首 

𝑆𝑖𝑗𝑡：産業𝑗における企業𝑖の𝑡年のシェア， 𝑆𝑗̅𝑡：産業𝑗の𝑡年の平均シェア（＝分母） 



 5 

リティーの大きさの産業間比較を行えるものではない。変動係数を利用するならば，以下

の算出式のように，各社シェア（企業𝑖 = 1 ~ 𝑁）の異時点間（年𝑡 = 1 ~ 𝑇）の変動係数の

合計を取ることによってモビリティーを捉えられるかもしれない。 

 

 

∑ 𝑆𝑉𝑖
𝑖

= ∑ [{∑
(𝑆𝑖𝑡 − 𝑆𝑖𝑎)2

𝑇 − 1𝑡
}

1

2

(
∑ 𝑆𝑖𝑡𝑡

𝑇
)⁄ ]

𝑖
  (2.3) 

 

さらに，産業間で分析の対象となる企業数が異なるのであれば，式(2.3)で得られた値を

企業数で除したものを比較する方法も考えられる。 

 

(3) Absolute instability index（絶対的不安定性指数１） 

これは，各企業のシェアの変化についてその絶対値を合計したものであり，𝑆𝑖𝑜を企業𝑖 

（𝑖 = 1～𝑁）の期首（o）のシェア，𝑆𝑖𝑙を企業𝑖の期末（l）のシェアとすれば，∑ |𝑆𝑖𝑙 − 𝑆𝑖𝑜|𝑖 と

表される。これは従来からよく利用され，具体的に Hymer and Pashigian [1962]，Baldwin 

[1995] などで「非相似性指数（dissimilarity index）」として使用され，そしてまた Cable 

and Morris [2003] などでもみられる。 

Sakakibara and Porter [2001] もシェア変化の絶対値を利用し，以下に示す「絶対的不

安定性指数」を使用している。Sakakibara and Porter [2001] では，既存研究のように，

ある期間の期首と期末のシェアを対象にして計測するのではなく，上位𝑛社について，隣

接する２期（𝑡 − 1，𝑡）におけるシェアの変化についてその絶対値を調査期間（𝑇）にわた

って合計し，産業ごとに対象の企業数と観察期間が異なり得ることを考慮して，「１社１

年当たり」の数値7として標準化したものを使用している。 

なお，Sakakibara and Porter [2001] は本指数を国内競争の程度を捉える指標として導

入し，この数値が大きければより競争的であると捉え，この数値が大きいとき産業レベル

の世界の総輸出額に占める日本からの輸出の割合（世界シェア）が大きくなっていること

を確認し，国内の活発な競争が日本の国際競争力を上昇させることを指摘する。 

 

 ∑ ∑ |𝑆𝑖,𝑡 − 𝑆𝑖,𝑡−1|𝑡≧2𝑖

(𝑇 − 1) × 𝑛
  (2.4) 

 

 

一般に，シェアや集中度が大きい産業ほど，シェア変動は大きくなりやすいと考えられ

るが8，この絶対的指標では，シェアの変動が持つ影響力はシェアや集中度の大きさについ

                                                   
7「１社１年当たり」の数値とは，上位１位から４位について，１ポジション１年当たりの数値を意味する。 
8 市場シェアが 10%の企業 A と同 50%の企業 B があり市場シェアを５％ポイント増加させようとするとき，企業 B は相対的に

10％シェアを伸ばせばよいのに対し，企業 A は相対的に 50％市場シェアを伸ばす必要がある。したがって，絶対値でみると

５％ポイントの変化であっても，シェア又は集中度が大きい産業で５％ポイントの変化が生じやすい可能性がある。 

𝑆𝑖𝑡：企業𝑖の𝑡年のシェア， 𝑆𝑖𝑎：𝑇年間の企業𝑖の平均シェア（＝∑ 𝑆𝑖𝑡𝑡 / 𝑇）， 𝑆𝑉𝑖：企業𝑖のシェアの変動係数 

𝑆𝑖,𝑡：順位𝑖の企業の𝑡年のシェア（𝑖 = 1, … , 𝑛） 
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て考慮されていない。なお，本研究では，この絶対値タイプの絶対的不安定性指数を絶対

的不安定性指数１と呼び，以下の自乗タイプの指数（絶対的不安定性指数２）と区別する。 

 

(4) Absolute share variation（絶対的不安定性指数２） 

上記の絶対的不安定性指数ではシェアの変化分について絶対値をとっていたが，泉田ほ

か [2004] が使用した指標は，シェアの変化分（𝑆𝑖,𝑡 − 𝑆𝑖,𝑡−1）を自乗和したものを全期間

と全企業（分析の対象とした期間において１度でも上位５社となったことのある企業）に

ついて集計し，そしてそれを観察年数の違いを考慮して年数から１を差し引いたもの（＝

シェアの変化回数，𝑇 − 1）で除したものである。 

 

 ∑ ∑ (𝑆𝑖,𝑡 − 𝑆𝑖,𝑡−1)
2

𝑡≧2𝑖

𝑇 − 1
  (2.5) 

 

シェア変化の自乗和のタイプは従来から多くの研究で用いられ，具体的にCable [1997]，

Kranenburg [2002]，Papadogonas and Droucopoulos [2006] などの研究（しばしば

market share mobility measure（市場シェアモビリティー測度）と呼ばれている）でみ

られる。本研究では，上の絶対値タイプの絶対的不安定性指数１と区別して，この自乗タ

イプを絶対的不安定性指数２として識別する。 

 

(5) Relative instability index（相対的不安定性指数 1，相対的不安定性指数 2） 

上記の絶対的不安定性指数はシェアの絶対的な変化を合計したものであるが，モビリテ

ィーの意味はシェアの大きさにも依存しているかもしれない。シェアの絶対的な変化に加

え，シェアの大きさも考慮した指標として，ある一定期間（例えば𝑡1期から𝑡2期）におけ

るシェア（𝑆）の変化の絶対値を期首（𝑡1）のシェアで除して相対的に評価したものを，全

ての企業について合計したものが考えられる。また，相対化するために利用する分母を期

首シェアではなく，期首と期末（𝑡2）の各シェアの平均で代替することも考えられる。 

これは相対的な指標であり，Sakakibara and Porter [2001] や Doi, Kudo and Kato 

[2014] が「相対的不安定性指数」と呼び使用している。これらの研究は，以下のように，

隣接する２期（𝑡, 𝑡 − 1）の変化を対象に，「１社１年当たり」として計測している。 

 

 ∑ ∑
|𝑆𝑖,𝑡−𝑆𝑖,𝑡−1|

𝑆𝑖,𝑡−1
𝑡≧2𝑖

(𝑇 − 1) × 𝑛
  (2.6) 

 

このほか，シェア変動の絶対値を期首シェアで加重した数値を「１社１年当たり」で表

示したものが利用されている。これも「相対的不安定性指数」（Sakakibara and Porter 

[2001]。絶対的不安定性指数と同様に隣接する２期を対象にした計測）と呼ばれ，基本的

には非相似性指数の加重型（期首シェアで加重）である。 

 



 7 

 ∑ ∑ |𝑆𝑖,𝑡 − 𝑆𝑖,𝑡−1| × 𝑆𝑖,𝑡−1𝑡≧2𝑖

(𝑇 − 1) × 𝑛
  (2.7) 

 

Sakakibara and Porter [2001] によれば，絶対的不安定性指数１と相対的不安定性指数

の間には高い相関がみられる。すなわち，変動の絶対幅の大きい品目は，シェアで相対化

した場合でも大きなモビリティーを持つ傾向がある。 

２つの相対的不安定性指数は多少意味合いが異なる。前者の式(2.6)は，シェアの変動が

大きくても，変動の算定に使用する２期間の始期におけるシェアが大きければ，その影響

は相対的に割り引かれたものになると仮定する一方，後者の式(2.7)は，変動の大きさの影

響は同始期のシェアが大きいほど割り増しとなると仮定している。なお，本研究では，最

初の相対的不安定性指数を相対的不安定性指数１，そして後者の指数を相対的不安定性指

数２と識別する9。 

 

(6) そのほかの指標 

上位企業のシェアに関する異時点間の相関係数もモビリティーを捉える指標の１つで

あり，Papadogonas and Droucopoulos [2006] が使用している。ただし，相関係数が大き

いほど，モビリティーが小さいことを意味することに留意しなければならない10。 

 

２ 順位変動に基づく指標 

   順位の変動により競争の程度を測定する指標としては，大きく分けると順位不安定性指標

と順位相関がある。 

 

(1) 順位不安定性指標 

これに該当する指標は，1) 首位企業をはじめ上位 i 企業の一定期間中における交代・移

動の有無，2) 上位 n 社間で期間中に起こった順位の変化の回数，3) 期首において上位 n

社以下の企業がその後の期間中に上位 n 社に入った回数などがある。 

最初の指標は Kambhampati [2000]，Kato and Honjo [2006，2009] などで使用されて

いる。首位企業がある期間中に交代したときを１，交代しないときを０とする２値変数と

して捉えられている研究もある。この方式は，モビリティーの有無（つまり，首位企業が

交代しているか否か）を捉える方法であって，その程度（つまり，どの程度の確率・頻度

で首位企業は交代しているか）を必ずしも捉えきれないおそれを持つ。他方，残りの２つ

の指標はこの可能性を考慮し，モビリティーの程度も捉えようとするものであり，例えば，

Marlow and Wright [1986]（𝑛 = 3）がそれぞれ使用している。なお，本研究では，順位

不安定性指標として上位１社，２社，３社及び４社不安定性指数（後述）を利用した。 

  

                                                   
9 これら相対的不安定指数の解析的な取扱いについては補論５を参照。 
10 ２期のシェアに関する相関係数が大きいほど，前期のシェアが大きい（小さい）企業は後期のシェアが大きい（小さい）傾

向にあることを意味するので，シェアの変動（したがってモビリティー）は小さくなる傾向にある。 
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(2) 順位相関 

順位の相関を捉える指標として順位相関係数と順位一致係数がある。前者には，スピア

マン順位相関係数とケンドール順位相関係数（Fechner-Weber 指数とも呼ばれる。）があ

る。例えば，ある１つの品目について，ある２期の企業 i の順位（1～N 位）をそれぞれ𝑝𝑖，

𝑞𝑖とすると，２つの順位相関係数はそれぞれ以下のように定義される。 

 

 スピアマン順位相関係数 = 1 − {6 (𝑁𝟑 − 𝑁)⁄ } ∑ (𝑝𝑖 − 𝑞𝑖)2
𝑖   (2.8) 

 ケンドール順位相関係数 = 2 (𝑃 − 𝑄) 𝑁(𝑁－1)⁄   (2.9) 

 

ただし，全ての𝑖，𝑗（𝑖 < 𝑗）について，(𝑝𝑖 − 𝑝𝑗)(𝑞𝑖 − 𝑞𝑗)の値を取った場合において正の

数の個数を𝑃，負の数の個数を𝑄とする。当該２期の順位が完全に一致していれば，これら

の順位相関係数は共に 1.0 であり，そして反対に完全に逆順であれば共に－1.0 となる（い

ずれも－1.0 から 1.0 の間の値となる。）。 

また，順位一致係数として，ケンドール順位一致係数（ケンドールの W とも呼ばれる。）

がある。まず𝑖年の企業𝑗の順位を 𝑝𝑖𝑗(𝑗 = 1,2, … , 𝑛)とすると， 

 

𝑆𝑗 = ∑ 𝑝𝑖𝑗
𝑖

 (𝑗 = 1, 2, … , 𝑛) 

𝑆 = ∑ {𝑆𝑗－
𝑇(𝑛 + 1)

2
}

𝟐

𝑗
 

 

を計算した上で，その係数は以下のように表される。 

 

 
ケンドール順位一致係数 (𝑊) =

12𝑆

𝑇2(𝑛3 − 𝑛)
。  (2.10) 

 

順位が完全に一致しているときは𝑊 = 1.0，そしてその下限は𝑊 = 0（ラテン方格と呼ば

れる）となる（0 ≦ 𝑊 ≦ 1.0）。なお，これらの順位相関の指標はいずれも，上記のシェア

相関係数と同様に，値が小さいほどモビリティーが大きいことを示す。本研究では，ケン

ドール順位一致係数を使用している。 

 

３ シェアと順位の両方の変動を考慮した指標－ボラティリティー指数－ 

一般にシェア変動と順位変動は連動することが多いものと考えられるが，その一方で，そ

れぞれに固有の競争上の意味を持つ可能性がある。したがって，どちらか一方の変動だけを

考慮する指標は，もう１つの変動の固有の効果を捉えきれないおそれがある。 

そこで，Doi [2001] は，分析期間において上位 n 位以内を維持し続けた企業（存続企業）

のシェアのほか，同期間で上位 n 位から落ちた企業（退出企業。厳密な意味での市場退出者

では必ずしもない。）や上位 n 位に入った企業（参入企業。厳密な意味での新規参入者では
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必ずしもない。）のシェアを考慮に入れた上で，更に順位の変化（上位 n 社に入るか入らな

いか）も考慮した，以下のような相対的な指標（ボラティリティー指数という。）を提案し

ている。 

 

 ∑ |𝑆𝑖𝑡 − 𝑆𝑖0|𝑖 + ∑ 𝐸𝑋𝑗0𝑗 + ∑ 𝐸𝑁𝑘𝑡𝑘

∑ 𝑆𝑖0𝑖 + ∑ 𝐸𝑋𝑗0𝑗
×

1

2
  (2.11) 

 

 

 

 

この指標は，存続企業のシェア変動（絶対値），退出企業の期首シェア，そして参入企業

の期末シェアを合計し，そしてそれを，期首のシェア合計（上式の分母で，上位 n 社集中度

に相当）で除することによって標準化されている。この相対的指標では，シェアと順位の変

動が持つ意味が集中度の大きさによって異なることを想定している。例えば，高集中産業で

は，多少のシェア変動が起こっても，競争秩序は大きく変わらないかもしれない。すなわち，

相対的不安定性指数１の場合と同様に，変動幅が大きくてもシェア（したがって上位 n 社の

上位集中度となる）が大きければ，その影響は相対的に割り引かれたものになる。また，分

子は，シェアの絶対的変化を捉えているので，絶対的ボラティリティー指数として捉えるこ

ともできる。 

なお，Doi [2001] は上位５社について当該指数を計算し，集中度が高い産業ほどモビリテ

ィーが小さく，また輸出集約度の大きい，あるいは市場規模の小さい分野ほどモビリティー

が大きく，他方研究開発集約度（以下「Ｒ＆Ｄ比率」という。）や広告集約度は有意な関係

を持たないことを実証している。そして，Doi [2008] は，ボラティリティー指数と絶対的ボ

ラティリティー指数の２つを利用して，モビリティーが価格変化率（物価水準の期末水準÷

期首水準，変化倍率）に負の影響，すなわち価格に抑制的効果を与えることを指摘している。 

以上が，既存の研究で利用されている主なモビリティーの計測指標及びそれらを利用した

分析の概要である11。以上の指標のうち，どの指標が最も適切であるかは，先験的に明らか

にすることは難しい。なぜなら，モビリティーを定量化する式を理論的に誘導・設定するこ

とは容易ではないからである。本研究では，そのうちの主要な指標を選択した。 

 

  

                                                   
11 モビリティーとその計測について，例えば Baldwin [1995]，Caves [1998]などの展望を参照。 

𝑆𝑖𝑡: 分析期間において上位 n 以内を維持した企業𝑖の期末のシェア， 

𝑆𝑖0: 分析期間において上位 n 以内を維持した企業𝑖の期首のシェア， 

𝐸𝑋𝑗0: 期首には上位 n 位に入っていたが，期末には上位 n 位に入っていない企業の期首のシェア， 

𝐸𝑁𝑘0: 期首には上位 n 位に入っていないが，期末には上位 n 位に入っている企業の期末のシェア。 
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第３章 日本産業のモビリティーの計測－モビリティーの計測指標－ 

 

 日本産業について，従来モビリティーの動向を分析したものは少なく，Sakakibara and Porter 

[2001]，Doi [2001]，泉田ほか [2004]，Kato and Honjo [2006, 2009]，Doi, Kudo and Kato [2014]

などにすぎない。本研究では，上記で展望した複数の計測方法を利用して，経済のグローバル化，

技術革新，産業構造の転換，経済停滞などで特徴付けられる 1991～2010 年の 20 年間を対象に

計測を試みる。その際依拠したデータ・ソースは公正取引委員会の作成・保有する生産・出荷集

中度調査の数値データである。 

 

１ モビリティーの計測方法 

   本研究で利用した指標は，算出方式としては，1) 絶対的不安定性指数１，2) 絶対的不安

定性指数２，3) 相対的不安定性指数１，4) 相対的不安定性指数２，5) ボラティリティー指

数，6) 上位１社，２社，３社及び４社不安定性指数（首位及び上位２，３，４社のそれぞれ

の段階での順位の不安定性）及び 7) ケンドール順位一致係数，である。その結果，モビリ

ティー指数は７方式 10 タイプとなる。それぞれの計算方法は基本的には前述のとおりであ

る12。 

最初の４指標は，各年上位４社（産業内の企業数が４社に満たない場合は産業内の企業全

て）のシェアを対象とし，観察期間の年ごとの変化を集計したものである。他方，ボラティ

リティー指数は観察期間の期首と期末のそれぞれの上位５社を対象として集計している。上

位１社から上位４社までの各不安定性指数は，隣接する２期における上位１，２，３又は４

社それぞれについて，いずれかの企業の順位の交代を捉えるもので，具体的には，隣接する

２期（例えば，2000 年と 2001 年）で交代のあるときを１，交代の無いときを０とした上で，

観察期間における交代の回数を合計し，観察年数で除したものである（∑ 𝑟𝑡,𝑡−1 𝑇⁄ ，𝑟𝑡,𝑡−1：𝑡 − 1

年と𝑡年の順位の交代の有無，𝑇：観察年数）。観察期間を通して，交代がいずれの年でも起

こらなければ指数はゼロで最小となり，そして逆に毎年交代が起これば指数は 1 で最大とな

る（0 から 1.0 の間の値となる。）。これらの各不安定性指数は，一定期間での順位交代の有

無を捉え集計したものであり，第６章で行っているパネルデータに基づいて年々の交代を捉

える分析とは異なる。最後のケンドール順位一致係数は上位 10 社（企業数が 10 社に満たな

い産業については全社）について観察期間の年ごとの順位の変化を使用している。この係数

が大きいほどモビリティーが小さいことを意味しており，ほかの指標と異なる意味合いを持

つことに留意しなければならない。 

本研究では，対象期間の 1991～2010 年の 20 年間で，製造業とサービス業における利用

可能な 661 品目を対象にこれらの指数を計測した。品目の分類ベースは，日本標準産業分類

の４桁分類又は６桁分類に該当する。 

幾つかの計測上の特徴を整理しておこう。第一に，シェア変動のみに基づく４指標（絶対

的不安定性指数１，絶対的不安定性指数２，相対的不安定性指数１及び相対的不安定性指数

２）では，各企業のシェアの変動を考慮して算出したものではなく，企業名の如何にかかわ

                                                   
12 補論４において，数値例により具体的な計算方法を説明している。 
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らず各順位のシェア（順位別シェア）を利用して算出したものであることに留意する必要が

ある（補論４参照）。 

すると，２期における１位から４位までの企業は全て異なるにもかかわらず，各順位のシ

ェアが全く同じであるという，表 3-1 のような極端な事例も想定することができる。この場

合，本研究の方法では，絶対的不安定性指数１，絶対的不安定性指数２，相対的不安定性指

数１及び相対的不安定性指数２はいずれもゼロの値を取る。なぜなら，いずれも算出式の分

子がゼロとなるからである。その結果，一見モビリティーは起こっておらず，市場構造は完

全に安定的であるとみなしてしまうことになる。こうした事例に近似した状況も現実に考え

られるであろう。しかし，ボラティリティー指数であれば2.0 (= (75＋75) 75⁄ ) となり，そし

てまた上位１社から４社の各不安定性指数（交代のあるときは１）及びケンドール順位一致

係数も順位の変動を反映したものなる。実態は，上位４社が全て入れ替わり，極めて大きな

モビリティーが起っているので，順位を反映した指標の方が望ましい。したがって，使用す

る指標の性格と問題点に注意を払うことが必要であろう。 

なお，特定の企業のシェア変動を考慮しないシェア・ベースの指標を利用する理由として

は，専ら対象品目数が多く，しかも観察期間の各年で計算する作業量が膨大となることを避

けるという制約による。これは一次的な接近であって，今後，シェアを使用するこれらの指

標についても特定の企業のシェア変動を考慮する分析が求められる。 

 

         

順位  企業名 年１ 
 
企業名 年２ 

1  A 40% 
 

E 40% 

2  B 20% 
 

F 20% 

3  C 10% 
 

G 10% 

4  D 5% 
 

H 5% 

計  
 

75% 
  

75% 

 

 

第二に，シェアの基礎データは公正取引委員会の生産・出荷集中度調査に依存している。

このデータは 1991～2010 年（分析対象期間）をカバーしているが，全ての品目についてこ

の 20 年間のシェア・データが収集されているわけではなく，それぞれの観察期間は２年か

ら 20 年と品目ごとに大きく異なっている（調査対象となった年数≦分析対象期間）。その結

果，分析の対象となる品目間で観察時期と年数は一致していない。よって，クロスセクショ

ン分析13では，このことに留意しなければならない。また，シェアを算出する際，基となる

アウトプットの計測単位には一般に金額と数量があるが，このデータベースでは品目によっ

て計測単位が異なることも留意しなければならない。 

第三に，合併と合弁は上記のとおりモビリティーを誘引する要因の一部を構成し，したが

                                                   
13 クロスセクションデータを使用した分析のこと。第６章の分析で使用しているパネルデータと併せ，データの種類について

は補論１を参照。 

注）Ａ～Ｈは企業名，数字はシェア。 

表 3-1 モビリティー指数の計算例：上位４社の例 
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ってその測定指標に直接影響を与えるおそれがある。すなわち，合併，特に上位企業間の大

型合併は，存続企業（あるいは新設企業）のシェアの上昇を通してモビリティー指数を上昇

させる。このとき，合併・合弁企業に対し，①シェアの大きい方の企業のシェアを利用し，

小さい方の企業を合併時で退出とみなす，②企業内再編成（子会社吸収，分社による子会社

化）は，関係会社は一貫して同一企業とみなす，③合弁は合併の場合と同じ取扱いをし，そ

して合弁解消の場合は，その会社を引き継いだ（買収した）親会社のシェアとし，手を引い

た親会社の退出とする，という処理を施した上で，それぞれのシェア及び順位を算出してい

る。 

このような合併の直接的な影響を排除するために，絶対的不安定性指数１，絶対的不安定

性指数２，相対的不安定性指数１，相対的不安定性指数２，上位１社から４社の各不安定性

指数及びケンドール順位一致係数では，合併年を除いて指数の値を計測している。他方，観

察期間の期首と期末を対象として算出されるボラティリティー指数は，期間中に合併が起こ

ると，合併の影響を直接反映する方法となっている。 

第四に，既存の関連研究のうち，Sakakibara and Porter [2001]，Doi [2001]，及び Doi, 

Kudo and Kato [2014]はいずれも，輸出入を考慮しない生産シェアや販売シェアを基に算出

したモビリティー指数を利用している。このため，これらの研究は国内市場の動態を十分に

捉えていない可能性を含む。それに対して，本研究で利用したシェア及び順位は出荷集中度

調査に基づいており国内市場を対象としている。国内市場の競争状況を明らかにするならば，

出荷ベースの方が望ましいであろう。 

なお，生産ベースと出荷ベースの間で，分析結果に違いがあるかどうかについては今後の

課題の１つである。 

最後に，上記のとおり，幾つかの可能な指標について，理論的に，先験的により適切なも

のと判断するのは難しく，その問題の解決は実証に委ねられるであろう。したがって，本研

究では，多数の品目であるが，より計算が容易である上記の７つの算出方式を採用した。 

なお，本研究で利用した指標以外にも，上記のとおり幾つか指標がある。これらも今後利

用し，考察することが必要であろう。 

 

２ モビリティー指数の計算結果とモビリティー指数間の相関 

７方式 10 タイプのモビリティー指数を計算した結果の要約統計量を付表２にまとめてい

る14。初めに，シェアのみを使用したモビリティー指数のうち，絶対的不安定性指数１及び

相対的不安定性指数１の計算結果によれば，上位１位から４位のシェアは，１社１年当たり

平均して１品目当たり 1.86%ポイント変化し，相対的には１社１年当たり平均して１品目当

たり平均約 16％変化している。両不安定性指数の変動係数をみると相対的不安定性指数１の

方が大きく，平均値を基準として相対的なシェア変動のほうが絶対的なシェア変動に比べ産

業間のばらつきが大きい。 

次に，順位のみを使用したモビリティー指数のうち，上位１社不安定性指数の計算結果に

よれば，平均して１品目当たり約 13％の確率で１位企業が交代している。同様に，上位２社，

                                                   
14 分析した 661 品目について，調査年数と品目数の内訳は次の通り（括弧内が品目数）：２年（73），４年（150），６年（59），

８年（99），10 年（20），12 年（80），14 年（25），16 年（30），18 年（16）及び 20 年（109）。 



 13 

上位３社及び上位４社の各不安定性指数の計算結果から上位２社から４社のうち少なくと

も１社が交代している確率は順に平均して１品目当たり約 27%，約 41%及び約 53%である。

これら４指数の変動係数をみると上位１社不安定性指数の変動係数が最も高く，上位４社不

安定性指数の変動係数が最も低い。つまり，１位企業に限定すれば，１位企業の交代の有無

について産業間のばらつきは大きいが，１位から４位の企業のうち少なくとも１社が交代す

ることについては産業間のばらつきは小さい。 

最後に，モビリティー指数間の関係に注目しよう。利用可能な 661 品目についてモビリテ

ィー指数間の相関係数を計算し，相関表を表 3-2 にまとめている（要約統計量をまとめてい

る付表２も参照。）。まず注目されることを整理しよう。すなわち， 

 

1) 利用したモビリティー指数のうち，ケンドール順位一致係数だけは，ボラティリティー

指数などほかの指標と負の相関係数を持つ。しかし，いずれの指数間の関係も同じ方向に

ある。なぜなら，上記のとおり，ケンドール順位一致係数の値が大きいことは順位が安定

的であることを意味し，その係数の値はほかの指標と逆の意味合いを持つからである。 

2) 指標間の相関係数が指標によっては高くないケースがある。例えば，相対的不安定性指

数１は，ほかの７指標との相関係数の絶対値が概して低い（0.04～0.32）。これは各指標の

特性・限界を反映している可能性がある。それゆえ，競争政策で考慮するときは，指標の

選択は重要な問題であろう。 

3) その中で，シェアの変動のみに依拠する絶対的不安定性指数１，絶対的不安定性指数２，

相対的不安定性指数１及び相対的不安定性指数２の４指標間では相関係数が比較的高い。

ただし，相対的な指標である相対的不安定性指数１と相対的不安定性指数２の相関はやや

低い（0.29）ことは注目される。これは，先に指摘したように，２つの指数が異なる仮定

に依拠していることを反映しているものと考えられる。 

4) 上位１社不安定性指数は，シェアを使用するほかの５指標との相関係数の絶対値が総じ

て低いが（0.11～0.26），このことは，シェアの変動が多少あっても首位企業の地位は比較

的安定していることを示唆している。こうした解釈は，非対称的寡占や支配的企業寡占モ

デルと整合的である。これらの市場構造では，首位企業は圧倒的シェアを有する支配的企

業であるからである。また，このことは，上位２から４社の不安定性指数についてもいえ

る。なお，これら４つの不安定性指数は互いに比較的高い相関を持つ。したがって，首位

企業が交代すれば，当然であるが，それ以下の企業の順位も変動（上位になるか，下がる）

する傾向にある。 

 

かくして，指数間の相関は必ずしも高くない場合が多い。この事実は，上で言及した計測方

法上の問題のほかに，各指標が市場構造の動態を異なる側面から捉えていることを示唆する。

それぞれが捉える側面を理解する必要がある。 

  



 

 

1
4
 

表 3-2：モビリティー指数間の相関係数 

 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

1. 絶対的不安定性指数１ 1.00 
         

2. 絶対的不安定性指数２ 0.84 1.00 
        

3. 相対的不安定性指数１ 0.44 0.59 1.00 
       

4. 相対的不安定性指数２ 0.87 0.74 0.29 1.00 
      

5. ボラティリティー指数 0.27 0.34 0.32 0.16 1.00 
     

6. 上位１社不安定性指数 0.26 0.20 0.11 0.17 0.20 1.00 
    

7. 上位２社不安定性指数 0.32 0.22 0.11 0.19 0.23 0.65 1.00 
   

8. 上位３社不安定性指数 0.29 0.18 0.08 0.15 0.23 0.50 0.78 1.00 
  

9. 上位４社不安定性指数 0.25 0.14 0.04 0.10 0.20 0.41 0.64 0.82 1.00 
 

10. ケンドール順位一致係数 -0.28 -0.23 -0.12 -0.21 -0.53 -0.20 -0.25 -0.25 -0.22 1.00 
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第４章 日本産業のモビリティー（１）－モビリティーの特徴－ 

 

ここでは，モビリティー指数の全体的な特徴として，その品目別，集中度別特徴，カルテル・

談合（以下「カルテル」という。）が確認された品目の特徴，そして観察期間 20 年間での動向に

ついて若干の考察を加える。 

 

１ 集中度指標及びモビリティー指数からみた動向 

ここでは，我が国における主要な商品･役務の産業動向について，集中度，シェアの変化

及び順位の変化を幾つかの指数（集中度についての指数，シェアの変化又は順位の変化を捉

える指数）に集約し，調査期間におけるそれら指数の変化を明らかにしたい。初めに，集中

度分布の変化を捉えることにより，より上位の企業にシェアが偏ってきたのか否かを確認し，

次に，モビリティー指数の大小に応じて品目を分類し，シェアの変動や順位の変動がどの程

度起こっていたのか明らかにする。 

 

(1) 集中度分布の変化からみた集中度の傾向 

 集中度分布の変化をみるに当たっては，標本 661 品目のうち，1991 年から 2010 年まで

継続して調査の対象となった 109 品目について上位４社集中度（以下「CR4」という。）

及び HHI を使用し，補足データとして輸入を使用した。輸入については，調査対象事業

者以外の者が輸入した輸入量（額）を基に，当該輸入量（額）が国内総供給額に占める割

合（以下「輸入シェア」という。）を使用している。生産・出荷集中度調査においては品

目により調査期間が異なっているところ，集中度分布の経年変化をみるためにはより調査

期間が長い品目を選別することが必要と思われたので，20 年継続して調査の対象となった

品目を選択した。 

 図 4-1-1 上段左の図は，109 品目について各年の CR4 に関する箱型図である。109 品目

のうち全体から上位及び下位 25％を除いた 50%（以下では「中位 50％」。図では四角の上

下の幅）が含まれる範囲は 2000 年代前半まで若干の拡大をみせ，かつ，CR4 の中央値も

低下傾向にあることから，この期間においては集中度が高い品目もあれば低い品目もある

程度存在していた。一方，それ以降をみると，中位 50％は小さくなる傾向にあり，かつ，

中央値も上昇傾向にあることから，僅かではあるが上位集中が進んでいたように思われる。 

図 4-1-1 上段右の図は，1991 年，2000 年及び 2010 年について CR4 から密度を推定し

その分布をグラフにしたものである。109品目に限れば，1991年及び 2010年に比較して，

2000年においてはCR4が50％～70％の品目数が多かったが，CR4が80％以上になると，

1991 年及び 2010 年において品目数が多い。1991 年と 2010 年を比較すると，分布状況は

類似しているものの，CR4 が 70％～80％の範囲では 1991 年の方が品目数は多く，他方，

80％を超えると 2010 年の方が品目数は多いことが確認できる。 

同様の比較を HHI についても行うため，HHI の箱型図と密度の分布を図 4-1-1 中段に

示した15。箱型図によれば，2005 年や 2008 年において中位 50％が小さくなっており，こ 

                                                   
15 ただし，本共同研究で使用している HHI は，データの制約により市場シェア上位 10 社の市場シェアに限定して２乗値を合



 

 16 

 

                                                                                                                                                              
計した値であり，その点で厳密には HHI ではない。 

図 4-1-1：箱型図と推定した密度 

 (1) CR4 の箱型図（左）と密度（右） 

(2) HHI の箱型図（左）と密度（右） 

(3) 輸入の箱型図（左）と密度（右） 
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れらの年では中位に集中度が固まっているが，全体としてみれば中位の分布はそれほど上

下に動いていない。HHI の最大値は 2010 年に近づくほど大きくなっているものの，最大

値付近の件数は少ない。HHI の中央値の動きをみると，2000 年半ばにやや上昇している

ものの，2010 年にかけてやや減少しており，期間を通じてみれば大きく変化していない。

これらの結果を踏まえると，1991 年から 2010 年においては，市場シェアの分布もある程

度反映している HHI については，全体的にみて本研究の対象期間において大きく変化し

ていないように推測される。 

しかしながら，本研究で使用した HHI はデータの制約から，出荷額についてせいぜい

上位 10 社の市場シェアの二乗を合計したものであるので，11 位以下の企業及び輸入の拡

大･縮小の影響を間接的に受けることに留意した上で本結果を解釈する必要がある。図

4-1-1 下段は輸入シェアについての箱型図及び密度の分布を示しており，箱型図によれば

この 20 年で輸入は伸びていることを示す。輸入が伸びた結果 HHI の算定に使用するシェ

アが減ったにもかかわらず HHI がそれほど変化しなかったのであれば，本結果は上位企

業がより大きなシェアを獲得していることを示唆する。 

次に，HHI について推定した密度の図（中段右の図）によれば，2000 年の分布は 1991

年及び 2010 年の分布と比較してやや左にあり，全体的に集中度が低かった。また，2000

年では，HHI が 2,000 程度と 6,000 程度のところで山になっており，HHI が 2,000 程度

と同 6,000 程度の集まりの二つのグループが存在していた。1991 年では HHI が 4,000 程

度のところでほか２年と比較して山が高い。2010 年では，HHI が 6,000～7,000 程度のと

ころではほか２年より割合は小さいものの，分布の裾が 10,000 程度まで延びており，よ

り高い HHI を有する傾向になってきたことをうかがわせる。 

 以上を踏まえると，661 品目のうち 20 年継続して調査の対象となった 109 品目に限っ

た分析ではあるが，1991 年から 2010 年において，2000 年までは上位集中度の高い品目

の数は減少傾向にあったが，それ以降は増加傾向にあった。さらに，2010 年においては，

1991 年よりも上位集中度が高い品目が増加したと考えられる。 

 

(2) モビリティー指数からみた我が国産業の概観 

 モビリティー指数は市場シェアや順位の変動を反映しており，当該指数が高ければ市場

はより競争的であると考えられる。ここでは，第３章でまとめたモビリティー指数の計測

方法に基づいて計算したモビリティー指数を基に，モビリティー指数の観点からより競争

的であった産業についてまとめることとする。具体的には，本研究で使用したモビリティ

ー指数には，１位から４位の市場シェアを使用したもの，１位から４位の順位を使用した

もの，１位から 10 位の順位を使用したもの及び１位から５位企業のシェアと順位を使用

したものがあるところ，ここでは，市場シェアのみを使用したモビリティー指数（計４つ）

の上位又は下位 25％及び１位から４位の順位のみを使用したモビリティー指数（計４つ）

の上位又は下位 25％に該当する産業を抽出し，それらの産業について上位１位から４位の

順位別シェアが平均してどの程度変化したのか，また，１位企業から４位企業がどの程度

の確率で交代していたのかまとめることとする。つまり，図 4-1-2 の領域①～④に該当す
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る産業について，それぞれどの程度シェアの変化又は順位の変化が起こっていたのかまと

めることとする。 

 

 

初めに，全 661 品目の中から，全て（８種類）のモビリティー指数について上位 25%に

順位付けられる品目（領域①）及び下位 25％に順位付けられる品目（領域④）を抽出した

ところ表 4-1 の左のグループ（全品目（661 品目）の欄）のとおりであった。下位 25％に

順位した品目では１位から４位企業はほぼ不動（交代の確率は４％），シェアの変化は約

0.5％ポイントであり，調査期間が２年から８年程度と短い。一方，上位 25％に順位した

品目をみると，平均して約 5.0％ポイント上位１位から４位の市場シェアは変化しており，

１位企業は約 57％の確率で交代し，１位から４位企業は約 95％の確率で交代している。 

次に，上位企業の交代は少ないが上位でシェアの変化が起きている産業（領域②）につ

いてみると，平均すると約 7.5％ポイント上位１位から４位のシェアは変化しているが順

位に変更はほとんどなく，１位から４位企業のうち少なくとも１社が交代した確率は約

９％であった。他方，上位順位の市場シェアの値に動きはそれほどないものの順位が変化

している産業（領域③）については，上位１位から４位のシェアの変化は約 0.5％ポイン

トであり，１位企業は約 67％の確率で交代し，１位から４位企業のうち少なくとも１社が

100%の確率で（つまり，毎期）交代していた。 

次に 661 品目のうち，1991 年から 2010 年において調査の対象となった期間の合計が８

年以上の 379 品目について，同様に上位・下位それぞれ４通りのふるい分けに従い抽出し

た品目をみる（表 4-1 の真ん中のグループ（８年以上調査対象の品目（379 品目）の欄））。

市場シェア・モビ

リティー 

 

④ 

 

① 

 

② 

 

③ 

順位モビリティー 

下位 25% 上位 25% 

上
位2

5
%

 

下
位2

5
%

 

図 4-1-2：シェアと順位のモビリティー指数上位 25%・下位 25%領域 
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８年以上の品目に限ると，図 4-1-1 の①に該当する品目では約 4.7％ポイント上位１位から

４位のシェアは変化しており，約 38％の確率で１位企業が交代し，約 88％の確率で１位

から４位企業のうち少なくとも１社が交代している。領域④に該当する品目では約 0.7％

ポイント１位から４位のシェアは変化しており，約 14％の確率で１位から４位企業のうち

少なくとも１社が交代している。同様に，領域②では約 4.7％ポイント１位から４位のシ

ェアは変化しており，約 27％の確率で１位から４位企業のうち少なくとも１社が交代して

おり，領域③では約 0.3％ポイント上位１位から４位のシェアは変化しており，約 18％の

確率で１位企業が，約 82％の確率で１位から４位企業のうち少なくとも１社が交代してい

る。 

最後に，20 年継続して調査の対象になった品目について（表 4-1 の右のグループ（20

年調査対象の品目（661 品目）の欄）），領域①に該当する品目では約 5.4％ポイント１位

から４位のシェアの変化が起きており，約 30％の確率で１位企業が交代し，約 84％の確

率で１位から４位のうち少なくとも１社が交代している。他方，領域④に該当する品目で

は，約 0.5％ポイント１位から４位のシェアが変化しており，１位から４位企業のうち少

なくとも１社が交代する確率は約 11％であった。領域②に該当する品目は約 2.2％ポイン

ト市場シェアが変化しており，１位企業の交代はほとんど起きておらず，約 16％の確率で

１位から４位企業のうち少なくとも１社が交代している。領域③に該当する品目はなかっ

たことから，20 年継続して調査の対象となった産業では，順位変動が起きている場合，シ

ェアの変化もある程度生じていることが推測できる。 

次に，これらの領域に該当する品目について市場集中度（CR4 及び HHI）をみると，

次のことが分かる。CR4 及び HHI は領域②の品目で最も大きく，領域③の品目で最も小

さい。この傾向は全品目を対象に分類した結果に限らず，８年以上の品目及び 20 年の品

目を対象に分類した結果に共通してみられる。この結果は，モビリティー指数が高い品目

では比較的集中度が高いことを示す。他方，領域④の集中度をみると，全品目について CR4

は約 62，HHI は約 1,400 であるが，８年以上及び 20 年調査の対象となった品目について

両集中度指標はそれぞれ CR4 が約 73 及び約 80，HHI が約 1,900 及び約 2,200 と高くな

っている。また，８年以上又は 20 年調査の対象となった品目では領域①及び④に該当す

る品目の CR4 の差は２以下で，HHI についても差はおよそ 200 である。また，領域①と

④における市場集中度の変動（CR4 及び HHI の変動係数）をみると，領域④における変

動が小さく，調査対象期間において，領域①に比べ領域④の集中度はそれほど大きく変化

していなかったことが分かる。 

市場集中度に関する結果を踏まえると，領域①では集中度は高いがモビリティー指数も

高いことから，この領域に該当する品目は集中度が高いもののある程度シェアの変動や順

位の変動が起きていることが示唆される。他方，領域④では集中度は高くモビリティー指

数は低いことから，この領域に該当する品目では寡占が安定している可能性があるが，競

争の結果としてシェアや順位に変化がない可能性を否定するものではない。領域②では

CR4 も HHI も最も高く，順位に変化はなくとも上位でシェアの変動が顕著に生じている

品目は CR4 も HHI も高いことを示唆する。一つの可能性としては，上位の企業にシェア 



 

 

2
0
 

 

 

 
全品目（661 品目） 

 
８年以上調査対象の品目（379 品目） 

 
20 年調査対象の品目（109 品目） 

領域 ① ② ③ ④ 
 

① ② ③ ④ 
 

① ② ③ ④ 

品目数 20 3 2 29 
 

14 1 2 13 
 

4 1 0 4 

調査年数 8.00  8.67  3.00  5.31  
 

11.43  16.00  12.00  12.62  
 

20.00  20.00  
 

20.00  

絶対的不安定性指数１ 5.03  7.48  0.46  0.46  
 

4.66  4.69  0.33  0.65  
 

5.35  2.18  
 

0.54  

絶対的不安定性指数２ 226.48  287.35  1.46  1.60  
 

210.19  290.14  0.97  3.89  
 

247.13  51.78  
 

3.08  

相対的不安定性指数１ 0.31  0.27  0.04  0.03  
 

0.31  0.22  0.04  0.04  
 

0.35  0.21  
 

0.03  

相対的不安定性指数２ 159.29  328.23  5.15  8.49  
 

116.66  169.79  2.52  13.54  
 

140.67  83.29  
 

14.08  

ボラティリティー指数 0.56  0.18  0.18  0.05  
 

0.59  0.28  0.45  0.12  
 

0.50  0.10  
 

0.09  

上位１社不安定性指数 0.57  0.00  0.67  0.00  
 

0.38  0.00  0.18  0.00  
 

0.30  0.00  
 

0.00  

上位２社不安定性指数 0.82  0.00  0.83  0.00  
 

0.69  0.00  0.55  0.00  
 

0.63  0.00  
 

0.01  

上位３社不安定性指数 0.90  0.00  1.00  0.00  
 

0.82  0.00  0.73  0.02  
 

0.76  0.16  
 

0.01  

上位４社不安定性指数 0.95  0.09  1.00  0.04  
 

0.88  0.27  0.82  0.14  
 

0.84  0.16  
 

0.11  

ケンドール順位一致係数 0.54  0.86  0.95  0.96  
 

0.51  0.59  0.44  0.84  
 

0.45  0.52  
 

0.66  

市場成長率 21.17  -3.00  2.60  0.68  
 

-0.74  11.22  1.99  -0.38  
 

-6.31  2.66  
 

0.53  

𝑃𝐶𝑀 0.21  0.25  0.33  0.33  
 

0.21  N.A. 0.40  0.40  
 

0.16  0.27  
 

0.41  

𝐶𝑅4 78.57  92.73  45.68  61.80  
 

74.67  94.23  29.39  73.30  
 

81.57  96.55  
 

79.96  

𝐶𝑅4の変動係数 0.09  0.03  0.02  0.02  
 

0.12  0.02  0.13  0.04  
 

0.13  0.01  
 

0.02  

𝐻𝐻𝐼 2471.62  4278.31  738.99  1392.14  
 

2068.22  4054.74  356.59  1867.68  
 

2381.67  5174.91  
 

2202.16  

𝐻𝐻𝐼の変動係数 0.28  0.23  0.03  0.04    0.32  0.27  0.15  0.08    0.31  0.13    0.06  

  

表 4-1：領域①~④に位置する品目についてのモビリティー指数，市場集中度等の平均値 
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が集中しているものの，これらの企業間でシェアに大きな開きがあるので，シェアの変動

（シェアの奪い合い）はあっても順位の変動には至っていない品目がこの領域に該当して

いるものと思われる。出荷集中度調査の品目ではこのような特徴を有する品目は全品目中

３品目，８年以上調査が継続している品目に限れば１品目に限られている。領域③の CR4

及び HHI が低い値となっていることについては，絶対的不安定性指数の定義上，上位企

業のシェアが低い場合にはシェアを使用している同指数の値も低くなる可能性があるの

で，モビリティー指数の値が小さい領域③に該当する品目の CR4 及び HHI の値は小さい

と推測される。 

 

２ モビリティーの変動 

次に，モビリティーの変動を詳しくみるために，1991 年から 2010 年まで継続して調査の

対象となった 109 品目について，1991～2000 年（前期）と 2001～2010 年（後期）の２期

間に分けそれぞれの期間でモビリティー指数を計算し，前期と後期のモビリティー指数を比

較することによってモビリティーの変動を考察しよう。表 4-2 にその結果を要約している。 

２つの期間の平均値の差をみると，ケンドール順位一致係数を除く全ての指標において，

指数は後期において上昇している。ケンドール順位一致係数の結果も，その意味合いが逆の

関係を示すために，ほかの指標と同じ傾向を持つ。したがって，前期と比較して後期ではモ

ビリティーは大きくなっている。 

今，以上の関係について，統計的検証するために，平均値の差の検定（𝑡検定）及び中央値

の差の検定（ウィルコクスンの符号検定）を使用した16。平均値の差の検定によれば，相対

的不安定性指数１を除き，平均値が等しいという帰無仮説は棄却され，２期間の上昇差は有

意性を持つ。中央値の差の検定では，ボラティリティー指数を除いて，中央値が等しいとい

う帰無仮説は棄却され，中央値は有意に上昇している。 

かくして，指標間では全く一致した動向ではないが，総じてモビリティーは上昇している。

これは，経済構造の変化の影響を受けて，企業行動が変化し，したがって市場構造も流動的

となっていることを示唆している17。 

 

  

                                                   
16 平均値の差の検定とは，２つの異なる母集団の平均値が異なっているか否か，母集団が正規分布に従うという仮定の下，平

均値が等しいという命題を帰無仮説，平均値は異なるという命題を対立仮説として行なう統計的仮説検定の一つである。中央

値の差の検定とは，２つの異なる母集団の中央値が異なっているか否か，中央値が等しいという命題を帰無仮説，中央値は異

なるという命題を対立仮説として行なう統計的仮説検定の一つである。平均値の差の検定と異なり，母集団が正規分布に従わ

なくともよい。ここでは，有意水準を５％としてこれらの検定を行っている。補論２において数値例を使用し検定方法を説明

している。 
17 1967～1992 年（５～６年ごとに５つの期間に分割して分析）を対象にした Doi [2001]は，モビリティー（ボラティリティー

指数）が期間の違いによって変化することを指摘する。 
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絶対的不安

定性指数１ 

絶対的不安

定性指数２ 

相対的不安

定性指数１ 

相対的不安

定性指数２ 

ボラティリ

ティー指数 

上位１社不

安定性指数 

上位２社不

安定性指数 

上位３社不

安定性指数 

上位４社不

安定性指数 

ケンドール順

位一致係数 

1991-2000 平均値 1.58 32.59 0.11 41.59 0.19 0.06 0.06 0.06 0.06 0.63 

 中央値 1.37 16.20 0.09 34.69 0.15 0.00 0.00 0.00 0.00 0.57 

 標準偏差 1.05 56.61 0.14 33.50 0.16 0.12 0.12 0.12 0.12 0.16 

 最小値 0.13 0.16 0.01 2.03 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.41 

 最大値 6.71 421.57 1.32 223.28 0.93 0.67 0.67 0.67 0.67 1.00 

 
           

2001-2010 平均値 2.09 63.23 0.17 55.95 0.25 0.12 0.12 0.12 0.12 0.60 

 中央値 1.83 29.82 0.11 43.61 0.19 0.00 0.00 0.00 0.00 0.57 

 標準偏差 1.33 90.62 0.33 49.25 0.22 0.16 0.16 0.16 0.16 0.14 

 最小値 0.23 0.48 0.02 3.75 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.37 

 最大値 7.64 449.00 3.42 394.96 1.27 0.67 0.67 0.67 0.67 0.95 

 
           

差注１） 平均値の差 -0.51 -30.64 -0.06 -14.36 -0.06 -0.06 -0.06 -0.06 -0.06 0.03 

 中央値の差 -0.46 -13.62 -0.02 -8.92 -0.04 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

 
           

検定注２） 平均値の差 棄却 棄却 棄却しない 棄却 棄却 棄却 棄却 棄却 棄却 棄却 

 中央値の差 棄却 棄却 棄却 棄却 棄却しない 棄却 棄却 棄却 棄却 棄却 

  

表 4-2：モビリティー指数の変化－1991 年~2000 年と 2001 年~2010 年の比較（観測数＝109） 

注１）平均値の差は「前期の平均値－後期の平均値」，中央値の差は「前期の中央値－後期の中央値」で算出。 

注２）平均値の差は𝑡検定，中央値の差はウィルコクソンの符号検定により検定を行っている。 
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３ モビリティーとカルテルの関係 

競争政策上注目される市場構造上の問題の１つとして，カルテルがみられる産業の構造上

の特性がある。表 4-3 の A は，観察期間内で８年以上のシェア・データが利用できる品目の

うち，1991～2010 年で公正取引委員会から「不当な取引制限」と認定されたケースを参考

に 18 品目について各指数をまとめたものである。ここで，モビリティー指数が計算可能な

品目（モビリティー指数品目）とカルテルが確認された品目（カルテル実施品目）とは必ず

しも一致していないことに留意する必要がある。カルテル実施品目は，モビリティー指数品

目の更に細かな分類の品目であるケースもあるからである。例えば，モビリティー指数を計

算したゴムタイヤ・チューブでは，カルテル品目では航空機用空気入りタイヤとなっている。 

カルテルが確認されている品目のモビリティー指数は，上位２社，上位３社及び上位４社

の各不安定性指数を除き，それ以外の（カルテルが確認されていない）品目の平均に比べて

低い。この結果から，カルテルが行われた品目では協調体制が敷かれ，モビリティーが総体

的に低いことが推察される。 

しかし，以上の証拠は，カルテルが行われた品目のモビリティーが低いことを示すもので

あり，因果関係を識別するものではない。つまり，モビリティーが低い，すなわち，市場が

安定的でありカルテルしやすい環境にあるのでカルテルが形成されたのか，あるいは，カル

テルが形成された結果としてモビリティーが小さいのかは不明である。また，上記のように，

カルテル実施品目とモビリティー指数品目が一致しない分野においては，モビリティー（指

数）とカルテルの関係は明快ではない。より詳細な分析が不可欠である。 

次に，モビリティーとカルテルの関係に関連して，利用可能な品目について，公正取引委

員会の審決書又は排除措置命令書に基づき，カルテル開始前，実施中，そしてカルテル終了

後，それぞれの期間のモビリティー指数の動向をみてみよう。表 4-3 の B にその結果をまと

めている18。 

なお，カルテル開始前又はカルテル終了後の観測年数が少ないとモビリティー指数を計算

できないので，カルテル開始前又はカルテル終了後の観測年数が少ない品目を除外している。

その結果，10 品目が利用可能である。また，品目数が少ないので統計的検定を行っていない。 

利用可能な 10 品目において，モビリティー指数間で一致した傾向はみられないが，その

うち多くの品目で，カルテル終了後モビリティーが大きくなる指数がやや多い。繰り返すが，

カルテル実施品目とモビリティー指数品目が一致しないケースもあるので，厳密には，カル

テルが実施された品目について考察する必要がある。 

  

                                                   
18 カルテルの開始については，審決書又は排除措置命令書に記載されている「・・・遅くとも平成○○年○○月」という記述にあ

る年を開始年としている。カルテルの終了についても同様に審決書又は排除措置命令書に記載されている年を使用している。

したがって，厳密な開始時期及び終了時期を特定してモビリティー指数を計算している訳ではないことに留意する必要がある。 
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A（モビリティー指数） (1)注） (2)注） (3)注） (4)注） (5)注） (6)注） (7)注） (8)注） (9)注） (10)注） 

品目Ａ 1.37 21.74 0.08 25.98 0.15 0.00 0.00 0.14 0.43 0.98 

品目Ｂ 0.70 3.95 0.04 13.81 0.13 0.29 0.29 0.29 0.43 0.84 

品目Ｃ 0.57 3.08 0.04 9.08 0.25 0.00 0.25 0.44 0.50 0.44 

品目Ｄ 1.02 7.81 0.07 17.17 0.65 0.10 0.40 0.40 0.50 0.50 

品目Ｅ 0.69 3.77 0.04 11.66 0.22 0.00 0.31 0.38 0.50 0.44 

品目Ｆ 0.78 5.47 0.05 12.37 0.19 0.00 0.21 0.32 0.42 0.45 

品目Ｇ 0.80 3.43 0.06 12.92 0.32 0.00 0.14 0.21 0.36 0.47 

品目Ｈ 1.74 24.51 0.12 35.44 0.24 0.00 0.43 0.86 1.00 0.44 

品目Ｉ 0.48 1.81 0.03 8.98 0.03 0.29 0.29 0.29 0.29 0.94 

品目Ｊ 0.68 4.35 0.04 16.34 0.16 0.00 0.05 0.05 0.11 0.52 

品目Ｋ 0.54 2.30 0.03 14.17 0.15 0.09 0.09 0.09 0.18 0.73 

品目Ｌ 2.12 70.57 0.11 49.65 0.50 0.05 0.21 0.37 0.47 0.46 

品目Ｍ 0.95 11.81 0.08 28.00 0.25 0.00 0.18 0.29 0.59 0.44 

品目Ｎ 1.29 10.60 0.09 20.71 0.25 0.18 0.64 0.82 0.91 0.71 

品目Ｏ 0.75 3.62 0.05 14.04 0.17 0.00 0.11 0.21 0.21 0.61 

品目Ｐ 0.84 5.41 0.05 29.39 0.04 0.00 0.00 0.00 0.47 0.55 

品目Ｑ 0.57 2.55 0.03 9.83 0.06 0.00 0.18 0.27 0.64 0.95 

品目Ｒ 2.10 30.00 0.13 48.37 0.22 0.00 0.53 0.68 0.68 0.60 

平均値 
          

カルテル（18 品目） 1.00 12.04 0.06 20.99 0.22 0.06 0.24 0.34 0.48 0.62 

それ以外（643 品目） 1.88 49.56 0.16 50.59 0.70 0.29 0.13 0.27 0.41 0.53 

B（カルテル前後のモビリ

ティー指数の差） 
(1)注） (2)注） (3)注） (4)注） (5)注） (6)注） (7)注） (8)注） (9)注） (10)注） 

品目Ｃ 0.11 2.86 0.01 0.89 -0.12 0.00 -0.31 -0.13 -0.21 -0.03 

品目Ｄ -0.63 -8.88 -0.01 -16.00 -0.16 0.33 -0.10 -0.10 -0.24 -0.02 

品目Ｅ -0.39 -4.95 -0.02 -8.88 -0.11 0.00 -0.38 -0.46 -0.21 0.03 

品目Ｆ -0.03 0.22 -0.01 0.90 -0.16 0.00 -0.15 -0.31 0.36 0.02 

品目Ｊ -0.08 -0.32 -0.01 -0.24 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.02 

品目Ｌ -4.35 -272.71 -0.19 -134.56 -0.04 0.08 0.33 -0.17 -0.25 0.04 

品目Ｎ -0.24 -4.63 0.00 -6.20 -0.10 0.08 -0.17 0.33 0.17 0.01 

品目Ｏ 0.03 -0.06 0.01 -1.90 -0.03 0.00 0.15 0.31 0.31 -0.02 

品目Ｐ -0.04 -0.94 0.00 2.30 0.03 0.00 0.00 0.00 -0.29 0.01 

品目Ｒ 1.08 27.29 0.06 24.66 0.09 0.00 -0.25 -0.08 -0.08 -0.15 

平均値 
          

カルテル前 0.92 7.90 0.06 18.43 0.14 0.07 0.18 0.30 0.43 0.57 

カルテル後 1.38 34.11 0.08 32.34 0.20 0.02 0.27 0.36 0.47 0.59 

差（カルテル前－カル

テル後） 
-0.45 -26.21 -0.02 -13.90 -0.06 0.05 -0.09 -0.06 -0.04 -0.01 

表 4-3：カルテル品目のモビリティー指数 

注）(1) 絶対的不安定性指数１，(2) 絶対的不安定性指数２，(3) 相対的不安定性指数１，(4) 相対的不安定性指数２，(5) ボ

ラティリティー指数，(6) 上位１社不安定性指数，(7) 上位２社不安定性指数，(8) 上位３社不安定性指数，(9) 上位４社
不安定性指数，及び(10) ケンドール順位一致係数の計算結果。 
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４ モビリティーと合併 

 一般に，合併は，モビリティーに対し直接的に，そしてまた間接的に影響を与える。なぜ

なら，上記のとおり，合併は，合併企業のシェアの上昇とその結果としての順位の移動を通

してモビリティー指数の算出に直接反映されるからであり，合併後に競争状況が変化し，モ

ビリティー指数の動向に反映される可能性があるからである。特に，後者の関係をみるため

に，合併年を除いた合併前後期のモビリティー指数の動向を比べてみよう。その結果は表 4-4

に示される。 

なお，期間中に複数回の合併がある品目については，調査対象年数が前後でおおよそ等し

い数になる合併年次を１つ選び，その前後でモビリティー指数を計算している。661 品目の

うち，合併が行われた品目の数は 251 品目であるが，合併前後に分けた際，前後いずれかで

１年しかシェアを利用できない品目を除外した。その結果，181 品目がここでの分析対象と

なる。 

 分析は，合併前後の期間についてのモビリティー指数の平均値の差及び中央値の差に関す

る検定（有意水準が５％の両側検定）である。絶対的不安定性指数１及び相対的不安定性指

数２では，いずれの検定でも前後差は有意であり，合併後モビリティーは大きくなっている。

絶対的不安定性指数２及び相対的不安定性指数１では，中央値の差に関する検定で有意な差

（合併前＜合併後）がみられる。しかし，順位が考慮される６つの指標では，いずれも有意

な差はみられない。 

 かくして，合併が行われた品目について考察すると，合併後のモビリティーは，合併前と

比べてあまり変わらないか，あるいはむしろ大きくなっている。特に，大きくなっている分

野について，その態様についてより詳細に考察する必要があろう。 

 

 

 
(1)注１） (2)注１） (3)注１） (4)注１） (5)注１） (6)注１） (7)注１） (8)注１） (9)注１） (10)注１） 

平均値 
          

合併前 1.65 45.21 0.20 38.66 0.27 0.11 0.26 0.38 0.50 0.64 

合併後 1.95 52.25 0.16 49.57 0.23 0.12 0.27 0.39 0.51 0.63 

合併前－合併後 -0.29 -7.04 0.04 -10.91 0.04 -0.01 -0.01 0.00 -0.01 0.01 

           
中央値 

          
合併前 1.30 13.80 0.09 29.14 0.17 0.00 0.18 0.33 0.50 0.59 

合併後 1.61 21.05 0.10 37.25 0.15 0.00 0.20 0.38 0.50 0.59 

合併前－合併後 -0.31 -7.25 -0.01 -8.11 0.02 0.00 -0.02 -0.04 0.00 -0.01 

           
検定注２） 

          
平均値の差 棄却 

棄却し
ない 

棄却し
ない 

棄却 
棄却し
ない 

棄却し
ない 

棄却し
ない 

棄却し
ない 

棄却し
ない 

棄却し
ない 

中央値の差 棄却 棄却 棄却 棄却 
棄却し

ない 

棄却し

ない 

棄却し

ない 

棄却し

ない 

棄却し

ない 

棄却し

ない 

 

表 4-4：合併前後のモビリティー指数の推移（観測数＝181 品目） 

注１）(1) 絶対的不安定性指数１，(2) 絶対的不安定性指数２，(3) 相対的不安定性指数１，(4) 相対的不安定性指数２，
(5) ボラティリティー指数，(6) 上位１社不安定性指数，(7) 上位２社不安定性指数，(8) 上位３社不安定性指数，

(9) 上位４社不安定性指数，及び(10) ケンドール順位一致係数の計算結果。 

注２）平均値の差は𝑡検定，中央値の差はウィルコクソンの符号検定を行っている。 
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第５章 日本産業のモビリティー（２）－モビリティーの決定要因の計量分析－ 

 

 第４章では，モビリティーからみた産業の動向と特徴をまとめたが，本章ではモビリティーの

決定要因を計量的に分析することにより，モビリティーのメカニズムについて解明する。我が国

産業のモビリティーについて，産業ごとの事例研究を除けば，その決定要因の計量分析は少なく，

上で触れた Sakakibara and Porter [2001]，Doi [2001]，Kato and Honjo [2006, 2009] などに

すぎない。 

 

１ 分析方法 

モビリティー指数（𝑀𝑜𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦）を説明する回帰式を，661 品目（Ｒ＆Ｄ比率を説明変数に

使用する場合 607 品目）を対象に最小二乗法（Ordinary Least Squares, 以下「OLS」とい

う。）で推定する。推定式は以下のとおりである19。 

 

𝑀𝑜𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦 = 𝛼𝑀 + ∑ 𝛽𝑀,𝑖
𝑖

× (需要要因) + ∑ 𝛾𝑀,𝑗 × (競争要因)
𝑗

+ ∑ 𝜋𝑀,𝑘 × (行動要因)
𝑘

+ 𝜖𝑀  (5.1) 

 

式(5.1)において，被説明変数の𝑀𝑜𝑏𝑖𝑙𝑖𝑡𝑦は上記の７つの方式によって計測された 10 タイ

プの変数である。他方，説明変数について，大きく需要要因，競争要因及び行動要因からな

る。𝛼𝑀，𝛽𝑀，𝛾𝑀及び𝜋𝑀 は推定するパラメーター，そして 𝜖𝑀 は誤差項である。 

次に，説明変数に言及しよう。第一に，需要上の産業特性を捉える需要要因として，産業

のプロダクトライフサイクルの段階によって起こり得る参入，競争，退出，再編成などがモ

ビリティーに影響を与える可能性があるので，品目ごとに市場成長率（観察期間における市

場規模の成長率の幾何平均）を使用する。その際，以下でより詳しく考察するように，モビ

リティーと市場成長率の間には線形の関係ではなく，産業のプロダクトライフサイクルの段

階によって異なる非線形の関係がある可能性がある。 

また，需要の上下変動の大小も企業の行動に影響を与えるかもしれない。需要変動のタイ

プの違いによって，企業行動は異なり，例えば，需要変動の大きい分野では企業戦略が互い

に異なり，その違いが競争を誘引し，シェアに反映される可能性がある。それゆえ，需要変

動を導入することとし，代理変数として市場規模の変動係数を使用する。そのほか，市場規

模の大小も関連を持つ可能性があることを考慮して，コントロール変数として市場規模を総

供給額の自然対数値で計測し，使用する。 

第二に，競争要因は，CR4，HHI，下位企業シェア及び輸入圧力である。初めの３つの変

数についてはいずれも観察期間の平均値を使用し，そして，後の輸入圧力を捉える変数とし

て輸入比率と輸入変化倍率を使用する。輸入比率は輸入シェアについての観察期間の平均で

あり，輸入変化倍率は期末の輸入シェアを期首の輸入シェアで除したものである。伝統的な

産業組織論によれば，集中度が大きい分野では競争が弱まり，市場構造は安定的となる傾向

にあるが，他方，動態的競争論に従えば集中度が大きくとも寡占的競争が激しく展開される

                                                   
19 回帰分析については，補論３を参照。 
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可能性があるので，シェアは上位企業間で大きく変動することもある。したがって，絶対的

な指標でも相対的な指標でも，集中度の高い産業では，モビリティーの計測指標は大小，い

ろいろなパターンを含む可能性がある。モビリティーと産業集中との関係を検証するために，

前者２つの集中度変数を代替的に使用する。 

なお，上記の多様なパターンの可能性は，寡占産業には，大きく，シェア・順位が大きく

変動する「流動的寡占」と，シェア・順位があまり変動しない「安定的寡占」の２つのタイ

プを含むことを示唆する。それぞれの具体的な分野を考察することは有意義であろう。また，

このことから，集中度の低い競争的な分野では，計測方法上，絶対的指標（非加重型）は小

さく，相対的指標（加重型）は大きくなる可能性が大きいが，他方，高い集中度の分野では

いずれの指標でも大小いろいろなレベルを取る可能性があるので，モビリティーの分析は集

中度が高い分野で有用な指標であるかもしれない。それゆえ，ある一定集中度以上の分野に

ついて分析することも１つの接近であろう。 

下位企業のシェアが大きければ，下位企業が競争的行動を採り，その結果上位企業のモビ

リティーを誘引する可能性がある。したがって，下位企業シェアとして 11 位以下の企業に

ついてそれらのシェアの合計したものを使用する。当該変数について予想される結果は正の

影響である。 

輸入のウェイトが大きいと，その競争圧力で，モビリティーも大きくなるかもしれない。

その効果をみるために，輸入比率と輸入変化倍率の２つを代替的に使用する。 

最後に，行動要因として，合併，カルテルの有無及び研究開発活動を考察した。なぜなら，

上で言及したように，合併は計測方法上各指標に影響を与え，また競争との関係でも，合併

が行われる産業における合併前後の企業間協調関係の態様（形成，持続，崩壊）を反映して

いる可能性があるからである。合併を捉える変数は，観察期間中に上位４社が合併を行った

品目は１，合併のない品目は０，とするダミー変数（以下「合併ダミー」という。）を導入

している。 

他方，上記の分析は，カルテル実施品目は概してモビリティー指数が小さいことを示して

いる。この結果を考慮して，カルテルとの関係を捉える変数として，観察期間中にカルテル

が露見した品目を１，みられなかった品目を０，とするダミー変数（以下「カルテルダミー」

という。）を導入している。 

研究開発活動については，Ｒ＆Ｄ比率として『企業活動基本調査報告書』（各年）から研

究開発支出の対売上高比率を使用する。研究開発に積極的な品目では，革新が生まれ，競争

秩序を変動させる可能性が大きい，と予想される。しかし，この関係は，Sakakibara and 

Porter [2001] や Doi [2001] などの既存の研究では確認されていない。それは，研究開発の

開始と成功の間，発明と革新との間で懐妊期間があることなどが影響しているかもしれない。 

各変数を算出するために利用したのは公正取引委員会の保有するデータ（生産・出荷集中

度調査，公表資料），事業者の公表資料（合併の有無の確認等について有価証券報告書など）

などである。利用した変数の説明，資料出所等を付表１にまとめている。 
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２ 推定結果 

 回帰式の推定結果を要約したものを表 5-1 に，推定結果を章末の表 5-2-1～表 5-2-10 にま

とめている。以下順次，各要因の効果を考察する。 

まず，10 タイプの指標についての全体的な考察として，結果は必ずしも一致せず，各説明

変数の効果は指数間で異なることが注目される。この事実は，上で言及したモビリティー指

数間の相関係数の態様と整合的である。その意味で，各指標について，注意深い利用と理解

が求められる。 

次に，各指標の効果を考察する。産業特性をみるために導入した需要要因のうち，市場成

長率については，産業のプロダクトライフサイクルなどを考慮し，１次項のみならず２次項

を加えるなどして推定した。その理由としては，一般的に産業のプロダクトライフサイクル

を考えると，需要が縮小あるいは停滞している産業では，革新，退出，合併などを通して産

業再編成が起こり，他方，市場成長率の大きな分野では，新規参入，下位企業の成長，革新

などが起こる可能性がある。すると，図 5-1 に示されるように，モビリティーは，市場成長

率が正又は負に大きな産業（市場成長率の絶対値が大きな産業）で大きくなる可能性がある。

したがって，モビリティー指数と市場成長率の間には，Ｕ字形の関係がみられる可能性が考

えられる。 

こうした関係を考察するためには，1) １次項の市場成長率だけでなく２次項の市場成長率

を使用するか（二次関数型），2) 市場成長率が正の場合と負の場合で係数が異なりうること

を許容する又は 3) 市場成長率が正と負の場合で標本を分け，別々に推定する，などの方法

がある20。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モビリティー指数と市場成長率がＵ字型の関係にあるのかを，1)及び 2)の方法により推定

したところ，1) の方法では，絶対的不安定性指数１，相対的不安定性指数２そして上位１社

不安定性指数の指標のいずれにおいても，市場成長率の１次項が負で，そして２次項が正で，

それぞれ有意な効果を持つ。すなわち，結果は予想通りのＵ字形の関係にあることを示唆し

ている。他方，絶対的不安定性指数２では２次項のみ正で有意となり，若干関係の形状は異

なる。しかし，相対的不安定性指数１，ボラティリティー指数，上位２社不安定性指数，ケ 

 

                                                   
20 具体的には，1)と 2)の推定式におけるパラメーターをそれぞれ𝛽と𝛾とすれば，1)では𝛽1 × 市場成長率+ 𝛽2 × 市場成長率

2
，

2)では，𝐷1を市場成長率が正の時は１を取り負のときは０を取る変数，𝐷2を市場成長率が正の時は０を取り負のときは１を取

る変数とし，𝛾1 × 市場成長率× 𝐷1 + 𝛾2 × 市場成長率× 𝐷2とする方法である。 

図 5-1：市場成長率とモビリティーの関係 

市場成長率 

－           ０      ＋  

モビリティー指数 
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ンドール順位一致係数では，市場成長率は有意の結果を示さず，明確な効果を持っていない。 

他方，上位３社不安定性指数では，１次項が正で，２次項が負となり，共に有意である。

この結果は，他の指標とは反対に，逆Ｕ字形を示している。そして上位４社不安定性指数も，

２次項のみが負で有意であり，逓増的な率で減少することを示唆し，形状的には逆Ｕ字形に

やや近似する関係である。これら２つの指数についての結果は，第３～４位企業の変動が大

きいことを示唆しているといえるかもしれない。 

逆Ｕ字形の関係は，大きな正及び負の成長率を持つ品目ではポジションは安定的で，その

中間でむしろ不安定的であることを示している。すると，市場が成熟化し縮小している品目

では，産業内の競争秩序の再編成（合併，生産縮小又は退出）が終了し，モビリティーは小

決定要因 (1)注） (2)注） (3)注） (4)注） (5)注） (6)注） (7)注） (8)注） (9)注） (10)注） 

年数 － － － － ＋ － －－ －－ －－ －－ 

市場規模の自然対数 － 
 

＋ － 
 

－ － － － ＋ 

市場規模の変動係数 ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ －－ 

市場成長率 － 
  

－ 
 

－ 
 

＋＋ 
  

市場成長率の二乗 ＋＋ ＋＋ 
 

＋＋ 
 

＋＋ 
 

－－ － 
 

市場成長率プラス ＋＋ ＋ 
 

＋＋ 
 

＋＋ ＋ 
   

市場成長率マイナス 
   

－－ ＋ 
     

下位企業シェア －－ －－ 
 

－－ ＋＋ ＋＋ ＋ ＋ ＋＋ －－ 

CR4 ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ －－ －－ －－ －－ －－ ＋＋ 

HHI ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ 
 

－－ －－ －－ －－ ＋＋ 

輸入比率 ＋－ 
 

＋ 
    

－ － 
 

Ｒ＆Ｄ比率 ＋＋ ＋＋ 
 

＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ 
 

合併ダミー 
    

＋＋ 
  

＋ ＋ －－ 

カルテルダミー － － － － －－ － 
    

注）被説明変数に(1)絶対的不安定性指数１，(2)絶対的不安定性指数２，(3)相対的不安定性指数１，(4)相対的不安定性指

数２，(5)ボラティリティー指数，(6)上位１社不安定性指数，(7)上位２社不安定性指数，(8)上位３社不安定性指数，(9)

上位４社不安定性指数，及び(10)ケンドール順位一致係数を使用し，説明変数に決定要因を使用した推定結果。各推定

結果は章末の表 5-2-1（絶対的不安定性指数１），表 5-2-2（絶対的不安定性指数２），表 5-2-3（相対的不安定性指数１），

表 5-2-4（相対的不安定性指数２），表 5-2-5（ボラティリティー指数），表 5-2-6（上位１社不安定性指数），表 5-2-7（上

位２社不安定性指数），表 5-2-8（上位３社不安定性指数），表 5-2-9（上位４社不安定性指数），表 5-2-10（ケンドール

順位一致係数），にそれぞれまとめられている。表中の記号について，１％，５％又は 10％を有意水準として，「＋＋」

は全ての推定式で正の符号を持ち有意，「－－」は全ての推定式で負の符号を持ち有意，「＋」は全ての推定式で有意で

はないが有意なものに限れば正の符号を持ち，「－」は全ての推定式で有意ではないが有意なものに限れば負の符号を持

つことを意味している。「＋－」は，推定式によって正の符号を持ち有意なものもあれば負の符号を持ち有意なものも得

られていることを示す。 

表 5-1：モビリティー指数の決定要因分析－要約表 
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さくなるのに対して，市場成長率がゼロ近辺の分野では秩序の再編成が進行し，そして，市

場成長率の大きい分野では先行者優位の構造が形成され，ポジションが安定している，と解

釈することができるかもしれない。 

かくして，市場成長率の効果は使用するモビリティー指数のタイプによって異なる。こう

した推定結果の違いについて，より詳細な考察が必要である。なぜなら，理論的には両方の

パターンはあり得るからである。 

さらに，2)の方法による結果をみると，絶対的不安定性指数１及び２，相対的不安定性指

数２並びに上位１社不安定性指数及び上位２社不安定性指数において，市場成長率が正であ

る場合において有意であり，上の結果と整合的である。その中で，相対的不安定性指数２で

のみ，市場成長率マイナスの場合も有意で，負の符号をもち，上の二次関数の結果と一致す

る。他方，ボラティリティー指数では，市場成長率が負の場合に正の有意な関係を示し，市

場成長率が負の品目群では，右上がりの関係が示されており，他の指標とは異なる。 

なお，3)の方法で推定しても，2)の場合と比べて結果にほとんど変化はみられなかった（推

定結果は省略している。）。 

他方，需要変動（市場規模の変動係数）は７指標全てにおいて有意な関係を示し，しかも

同じ方向の効果である。もっとも，負の符号を持つケンドール順位一致係数もほかの指標と

整合的な関係を意味する。したがって，需要変動の大きい産業ほど，モビリティーも大きい

と結論することができる。需要変動の大きい分野では，競争が展開され，シェア・順位が変

動しやすいのであろう。 

最後の需要要因，市場規模は，被説明変数に使用したモビリティー指数によって異なる関

係を示す。絶対的不安定性指数１，相対的不安定性指数２，上位１社不安定性指数及び上位

２社不安定性指数では，負の有意な効果を持つ。また，上位３～４社不安定性指数は共に，

符号的には正負両方あるが，有意な結果に限れば負の効果を持つ。これらの結果は，Doi 

[2001] と整合的である。したがって，市場規模が大きい分野では，企業間の「排除・代替効

果」（displacement effect）は小さい。ケンドール順位一致係数では正の有意な関係を持つが，

これは市場規模が大きいほどモビリティーが小さいことを示しており，絶対的安定性指数１

等の結果と同様の結果である。他方，相対的不安定性指数１では，符号的には正負両方ある

が，有意な結果に限れば正の効果がみられる。残りの絶対的不安定性指数２とボラティリテ

ィー指数では有意な結果がみられなかった。 

 第二に，競争要因をみると，CR4 と HHI は共に，絶対的不安定性指数１，絶対的不安定

性指数２，相対的不安定性指数１及び相対的不安定性指数２の４つの指標では有意な正の関

係を示す。逆に，CR4 はボラティリティー指数と上位１社から４社の各不安定性指数では有

意な負の符号を示し，HHI は上位１社から４社の各不安定性指数では逆に有意な負の符号を

示す。正の関係は Sakakibara and Porter [2001] の結果と一致し，他方負の関係は Doi 

[2001] の結果と一致している。すなわち，集中度が高くなると，ある指標ではモビリティー

が大きく，ほかの指標ではモビリティーは小さくなる。 

これらの結果は互いに整合性を欠くが，計測方法の違いを反映した結果かもしれない。集

中度が高い産業では上位企業のシェアが大きいので，シェアが変化可能な幅は大きくなり，
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図 5-2 の例示のように，絶対的な変動幅を捉える絶対的不安定性指数１と絶対的不安定性指

数２で正の関係を持ち，そしてまた相対的不安定性指数２でも，シェアの絶対的な変動をシ

ェアで加重したものであるために，正の関係を示す可能性を持つ。しかし，絶対的な変動幅

が大きくても，初期集中度・シェアで相対化・標準化した変数は大きくならず，むしろ低集

中度産業では，絶対的な変動幅が小さくても相対的な変動比率が大きくなる可能性がある。 

他方，集中度が高いと，伝統的な産業組織論で強調されるように，市場支配力・競争制限

が強化され，緊密な協調体制が築かれ，その結果シェア変動は小さくなる可能性もあり得る。

したがって，集中度とモビリティーの関係は負となる可能性がある。この場合は，初期集中

度で相対化・標準化した変数は集中度と共に低下傾向を示すであろう。また，そうした緊密

な寡占産業では，首位企業の交代が少なくなる（したがって，首位企業の安定性が大きくな

る）可能性がある。しかも，そうした産業がシェア格差の大きな非対称的寡占又は支配的企

業寡占であるならば，首位企業の地位は不動であろう。事実，Doi [2001] は，多くの非対称

的高度寡占の分野ではモビリティーが小さいことを例示している。 

 

図 5-2 集中度とシェア変動の関係 

 

 

かくして，図 5-2 のように，シェアの絶対的な変動幅（すなわちシェアの散らばり）は，

集中度の上昇とともに大きくなる可能性がある。上記の正の関係はこのことを反映している

可能性がある。他方，負の関係は，絶対的な変動幅が大きくても，集中度で相対化した指数

（ボラティリティー指数）が小さくなり，また首位企業は首位の座を容易には明け渡さない

ことを示唆している。すると，モビリティー指数と集中度との間には，線形の関係ではなく，

二次関数的な関係の可能性も想定することができるかもしれない。 

さらに，もう１つの競争要因としての下位企業シェアは，CR4 及び HHI とそれぞれ高い

負の相関（相関係数が前者では-0.72，後者では-0.45。）を有するので，多重共線性を避ける

ためそれらとは代替的に使用すると，絶対的不安定性指数１，絶対的不安定性指数２及び相

対的不安定性指数２では有意な負の関係を示す。この結果は，下位企業のシェアが大きいほ

ど，上位のモビリティーが小さくなることを意味し，集中度の効果と整合的である。なぜな

ら，下位企業シェアが大きいと，CR4 及び HHI は小さい傾向にあり，その結果上記の事実

からモビリティーも小さくなるからである。他方，相対的不安定性指数１では，有意な結果

が得られなかった。ボラティリティー指数，上位１社から４社の各不安定性指数では，有意

シェア変動 

O        シェア/ 集中度 
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な正の関係が得られ，下位企業が大きなシェアを持つ分野ほど，上位企業のモビリティーは

大きくなる。この関係は，ケンドール順位一致係数が負の有意性を持つ結果とも整合的であ

る。かくして，下位企業シェアは，シェア・ベースの指標と順位を考慮した指標との間では，

逆の関係がみられる。こうした異なる結果は，下位企業シェアが集中度と同じ効果を捉えて

いることを示唆している可能性がある。 

残りの競争要因として輸入比率をみると，相対的不安定性指数１では有意に正の関係がみ

られ，輸入比率が大きいほど，モビリティーは大きくなり，輸入の競争促進効果が予想され

る。しかし，ほかの指標では有意な効果はみられない場合が多い。その中で，絶対的不安定

性指数１では，有意性がみられるが，符号が変化し不安定な結果であり，上位３社不安定性

指数及び上位４社不安定性指数では符号的に正負の両方を持つが，有意な結果に限れば負の

関係を持つ。他方，絶対的不安定性指数２，相対的不安定性指数２，ボラティリティー指数，

上位１社不安定性指数，上位２社不安定性指数及びケンドール順位一致係数では，有意な関

係を示していない。この結果は，ボラティリティー指数を使用した Doi [2001] と整合的で

ある21。 

第三に，行動要因の効果をみると，まず合併ダミーは，ボラティリティー指数とケンドー

ル順位一致係数の場合に有意性を持つ。符号は，前者では正，後者では負であるが，予想さ

れる関係と整合的である。なぜなら，合併があるときは，順位の変動とシェアの上昇によっ

てボラティリティー指数は上昇し，他方順位の変動のためにケンドール順位一致係数は低く

なるからである。 

他方，ほかの指標では，有意性が得られなかった。合併の影響は，上で指摘したように，

1) 合併に伴う当事者のシェア・順位の変動による直接的影響，そしてまた 2) 合併に伴い，

その前後で競争状況が変化することによる影響に分けられるが，これらの指標では，前者の

直接的影響を排除するために，合併年をモビリティー指数の算出の際に除外していることに

よるものと考えられる。換言すれば，ボラティリティー指数では，算出方法上合併年を含め

て計測することになるので，直接的影響を捉えているといえる。ケンドール順位一致係数に

ついても合併年を除外して係数を算定しているが，１位から 10 位の企業の順位を使用して

同係数を計算していることを考慮すると，合併によって５位以下の企業に，有意に順位の変

動が生じていることを本結果は示唆する。 

次に，カルテルダミーは，上位２社，上位３社及び上位４社の各不安定性指数並びにケン

ドール順位一致係数の４指標を除き，いずれも負の有意な効果がみられる。カルテルがある

と，協調体制が敷かれているために，シェアの変動や順位の移動のようなモビリティーは小

さいであろう。カルテルダミーは，観察期間にカルテルが露見した事実のみを捉えたもので

カルテルの直接的な効果を捉えるものではないことに留意する必要がある。カルテル品目の

動向をより詳細に考察することが求められるであろう。 

残りのＲ＆Ｄ比率は，相対的不安定性指数１とケンドール順位一致係数の２つの場合を除

                                                   
21 輸入変化倍率（輸入シェアの期末数値÷期首数値）を輸入比率に代わって利用すると，絶対的不安定性指数２と相対的不安定

性指数２において有意に正の効果を持ち，他方，相対的不安定性指数１では一部の式で有意に負の効果がみられる。ボラティ

リティー指数（負の符合），上位４社不安定性指数（負の符号），ケンドール順位一致係数（正の符号）をそれぞれ含む式では

有意であるが，上記４つの指数とは異なる関係，すなわち，モビリティーを小さくする効果を示している（付表 3-1~10 参照。）。 
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いて，有意に正の効果を持ち，Ｒ＆Ｄのモビリティー誘引効果を示唆している。したがって，

技術革新は競争促進に有効である。それゆえ，競争政策は技術革新を促進するように行われ

ることが適切である。 

最後に，観察期間の長さが推定に与える影響を考慮するために，コントロール変数として

観察年数を推定式に入れて分析を行った。それ以外の全ての説明変数の効果は，この考慮が

ない場合と相違がなかった。しかし，年数の効果はモビリティー指数間で異なる。シェアの

み，あるいは順位のみを使用するモビリティー指数では，観察年数は有意に負の効果を持つ

ケースが多い（絶対的不安定性指数１，絶対的不安定性指数２，相対的不安定性指数１，相

対的不安定性指数２及び上位１社から４社の各不安定性指数）。すなわち，より長期になれ

ば，シェアの変動が平準化している。 

他方，ボラティリティー指数では，有意に正の効果を持つ。観察期間が長いほど入れ替わ

りの可能性が高くなるので，その結果として同指数は大きくなることを反映した結果であろ

う。ケンドール順位一致係数は有意に負の関係を示すが，ボラティリティー指数の場合と整

合的な関係を持つ。ある一定期間において，年ごとの変化（率）は小さくても，あるいは漸

減しても，期首と期末でみれば，企業別シェア分布は大きく変動する可能性があり，しかも

この可能性は，期間が長くなればなるほど大きくなるであろう。こうした関係がボラティリ

ティー指数の結果に反映されているかもしれない。また，ケンドール順位一致係数は１～10

位の順位変動を反映する係数であることを踏まえると，観察期間が長いとき上位（１位から

４位）が安定しているとしても下位（５位～10 位）で変動が起こる可能性が高いことを反映

しているかもしれない。 
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第６章 日本産業のモビリティー（３）－モビリティーの決定要因に関するパネルデータ分析－ 

 

１ はじめに 

本章は，パネルデータを使用して，産業間で市場のモビリティーが異なるかについて明ら

かにする。具体的には，シェア上位企業の交代が発生しやすい産業では市場のモビリティー

を高いと評価してモビリティー指数を定義した上で，実際に，公正取引員会が調査した「生

産・出荷集中度調査」を使用して市場のモビリティーと産業特性との関係を検証し，どのよ

うな産業でモビリティーが高いかを示す。 

前述のとおり，これまでの間，市場集中度やシェアの変化を使用して，モビリティーの決

定要因を明らかにする実証分析が幾つか試みられてきた（e.g., Mueller and Hamm, 1974; 

Caves and Porter, 1978）22。しかし，伝統的にクロスセクションデータを使用した分析が多

く，時系列的な変化を十分に捉えていない点で，産業のダイナミクスを論じるには十分な検

証結果といえない。一方，シェアの変化について，パネルデータを使用した実証分析も少な

からず試みられている（e.g., Sakakibara and Porter, 2001; Kato and Honjo, 2006）。これ

らの実証分析では，シェア上位企業を対象にシェアの変化を測定し，市場のモビリティーと

産業特性との関係を検証している。また，パネルデータ分析を使用することで，クロスセク

ション分析では考慮されない産業固有の特性をコントロールした上での検証結果を提示す

ることも可能といえる。 

しかしながら，シェアの変化で市場のモビリティーを測定する場合，シェア上位企業その

ものが交代していれば，その指数が市場のモビリティーを捉えているかについて大いに疑問

が残る。例えば，ある市場でシェア 60%を保有するシェア１位企業（以下「リーダー」とい

う。）を考えてみる。この企 業が翌年も同じシェアであれば，リーダーのシェアに変化は

みられない。一方，翌年に新しい企業がリーダーになったとしても，その企業のシェアが 60%

となれば，リーダーのシェアに変化はみられない。この２つのケースのうちの後者について，

リーダーに交代がみられている点を考慮すれば，明らかに後者のほうが市場のモビリティー

は高いと考えられる。しかし，Sakakibara and Porter [2001]，Kato and Honjo [2006] の

ように，シェア上位企業のシェアの変化でモビリティー指数を定義する場合，どちらも変わ

らないことになる（第３章の表 3-1 も参照）。 

このように考えれば，市場のモビリティーを測定する際には，シェア上位企業を翌年にわ

たって追跡調査し，それぞれの企業のシェアの時系列的な変化を捉えるべきである。しかし，

この場合，企業が翌年にシェア上位企業でなくなるとしばしば調査対象外となり，シェアの

変化を測定することができない問題に直面する。また，合併などを通じた企業の組織再編が

行われると，その期間で継続した企業として取り扱うべきか判断が難しい。このように複数

期間にわたって企業を特定することが難しいことから，Sakakibara and Porter [2001]，Kato 

and Honjo [2006] では，企業を特定することなくシェア上位企業のシェアの変化に基づいて

市場のモビリティーを測定している。繰り返しになるが，こうした指数は必ずしも同じ企業

のシェアを追跡しておらず，果たして市場のモビリティーを正しく捉えているかについて疑

                                                   
22 マーケットシェアやモビリティー指数に関する議論は，例えば，Caves (1998) を参照いただきたい。 
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問が残る。いずれにせよ，それぞれの企業のシェアを追跡調査しない限り，こうした問題の

回避は難しいといえる。 

一方，幾つかの先行研究では，市場における企業の順位（ポジション）に注目したモビリ

ティー指数を提案した上で，これに基づく市場のモビリティーを明らかにしている。例えば，

Mueller [1986] は，アメリカにおける 1950 年から 1972 年までのリーダーの交代を調査し

ており，また，Geroski and Toker [1996] は，イギリスの市場を対象にシェア上位企業の交

代の確率を示している。さらに，Kambhampati [2000] は，インドの産業を対象にリーダー

の交代に注目して，その決定要因を検証している。推定結果から，利益率の高い産業ではリ

ーダーの地位が維持されやすく，また，成長性の高い産業ではリーダーの地位が維持されに

くいことを示した。 

同様に，日本の産業を対象にした実証分析として，Kato and Honjo [2005] は，集中度の

高い産業で上位企業の順位の持続性が高いことを示した。また，Kato and Honjo [2009] は，

連続型ハザードモデルを応用して，ある時点におけるリーダーがその地位をどのくらい持続

するかといった「マーケットリーダーシップの持続性」の決定要因を検証している23。 

これらの先行研究で市場における企業の順位に注目した背景には，企業のシェアそのもの

を追跡調査するより，むしろシェア上位企業を特定するほうが容易であり，順位に基づくモ

ビリティー指数のほうが相対的に観測しやすい点が挙げられる。本章では，こうした方法を

参考にシェア上位企業の交代に基づくモビリティー指数を提案し，その決定要因を明らかに

していく24。 

 

２ 分析方法 

前述したとおり，本章では，シェア上位企業の交代に基づいてモビリティー指数を定式化

していく。今，𝑡期（年）のシェア上位企業が𝑡 + 1期（年）の順位変動を表す条件付き確率

を考える25。ここで，産業𝑖 における𝑡期のシェア（あるいは売上高）に基づく企業𝑗の順位を

𝑅(𝑗)𝑖𝑡 (=  1, 2, . . . ) で表す。 

それぞれの産業において，シェア上位企業に交代がみられる頻度が高いほど，市場のモビ

リティーは高いと考えられる。そこで，当該年から翌年にかけてのシェア上位企業の交代を

表すモビリティー指数を定義し，この指数により市場のモビリティーを測定する。本節では，

データの制約から，シェア１位から４位までを「シェア上位企業」としており，これらの企

業を対象にシェア上位企業の交代を表すモビリティー指数を定義していく。具体的には，次

の式(6.1)から式(6.4)で表す４つの条件付き確率𝑃𝑇1𝑖𝑡，𝑃𝑇2𝑖𝑡，𝑃𝑇3𝑖𝑡及び𝑃𝑇4𝑖𝑡を使用してい

る。 

 

                                                   
23 さらに，Honjo and Kato [2008] は，これを離散型ハザードモデルに応用している。 
24 Kato and Honjo [2009] は，シェア１位企業（リーダー）の順位（ポジション）の持続期間を対象に分析しており，また，

リーダーの交代がみられた産業についてはその後の分析対象としていない。一方，後述するように，本節の分析では，シェア

上位企業の交代そのものを対象としており，繰り返しの交代を認めている点に大きな違いがある。また，Kato and Honjo [2009] 

がリーダーのみ対象としているのに対して，シェア２位企業，３位企業及び４位企業を含めてモビリティー指数を提案してい

る点でも異なる。さらに，Kato and Honjo [2009] は製造業に限定しているが，本節は製造業以外にサービス業なども対象と

している。ちなみに，本節の分析のフレームワークは，２値変数のパネルデータ分析を用いていることから，むしろ Kato and 

Honjo [2005] の方法に近い。 
25 ここでの順位は離散時間で観察する。 
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𝑃𝑇1𝑖𝑡 = 𝑃𝑟(R( j1)it+1≠1 | R( j1)it=1) = 1 −

Pr(R( j1)it+1=1)

Pr(R( j1)it=1)
 (6.1) 

 

 𝑃𝑇2𝑖𝑡 = 𝑃𝑟(𝑅(𝑗1)𝑖𝑡+1 ≠ 1 ∪ 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡+1 ≠ 2|𝑅(𝑗1)𝑖𝑡 = 1, 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡 = 2) 

= 1 −
𝑃𝑟(𝑅(𝑗1)𝑖𝑡+1 = 1, 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡+1 = 2)

𝑃𝑟(𝑅(𝑗1)𝑖𝑡 = 1, 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡 = 2)
 

(6.2) 

 

𝑃𝑇3𝑖𝑡 = 𝑃𝑟(𝑅(𝑗1)𝑖𝑡+1 ≠ 1 ∪ 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡+1 ≠ 2 ∪ 𝑅(𝑗3)𝑖𝑡+1 ≠ 3|𝑅(𝑗1)𝑖𝑡 = 1, 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡 = 2, 𝑅(𝑗3)𝑖𝑡 = 3) 

= 1 −
𝑃𝑟(𝑅(𝑗1)𝑖𝑡+1 = 1, 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡+1 = 2, 𝑅(𝑗3)𝑖𝑡+1 = 3)

𝑃𝑟(𝑅(𝑗1)𝑖𝑡 = 1, 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡 = 2, 𝑅(𝑗3)𝑖𝑡 = 3)
 (6.3) 

 

𝑃𝑇4𝑖𝑡 = 𝑃𝑟(𝑅(𝑗1)𝑖𝑡+1 ≠ 1 ∪ 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡+1 ≠ 2 ∪ 𝑅(𝑗3)𝑖𝑡+1 ≠ 3 ∪ 𝑅(𝑗4)𝑖𝑡+1 ≠ 4|𝑅(𝑗1)𝑖𝑡 = 1, 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡 = 2, 

𝑅(𝑗3)𝑖𝑡 = 3, 𝑅(𝑗4)𝑖𝑡 = 4) = 1 −
𝑃𝑟(𝑅(𝑗1)𝑖𝑡+1 = 1, 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡+1 = 2, 𝑅(𝑗3)𝑖𝑡+1 = 3, 𝑅(𝑗3)𝑖𝑡+1 = 4)

𝑃𝑟(𝑅(𝑗1)𝑖𝑡 = 1, 𝑅(𝑗2)𝑖𝑡 = 2, 𝑅(𝑗3)𝑖𝑡 = 3, 𝑅(𝑗4)𝑖𝑡 = 4)
 (6.4) 

 

このうち，𝑃𝑇1𝑖𝑡は，シェア１位企業（リーダー）が翌年に交代したか否かを表す変数であ

る。また，𝑃𝑇2𝑖𝑡は，シェア１位企業と２位企業のいずれかが翌年に交代したか否かを表す変

数である。同様に，𝑃𝑇3𝑖𝑡及び𝑃𝑇4𝑖𝑡はそれぞれシェア上位企業をシェア３位企業及びシェア

４位企業まで拡張した変数である。これらのいずれについても，その値が大きい産業ほど市

場のモビリティーが高い。なお，変数𝑃𝑇1𝑖𝑡，𝑃𝑇2𝑖𝑡，𝑃𝑇3𝑖𝑡及び𝑃𝑇4𝑖𝑡は 

 

 𝑃𝑇1𝑖𝑡 ≤ 𝑃𝑇2𝑖𝑡 ≤ 𝑃𝑇3𝑖𝑡 ≤ 𝑃𝑇4𝑖𝑡 (6.5) 

 

となる関係を持つ。 

これらの変数について，例えば，𝑃𝑇1𝑖𝑡で説明すれば，𝑃𝑇1𝑖𝑡が産業特性𝑥𝑖𝑡の関数となって

いると仮定し 

 

 𝑃𝑇1𝑖𝑡 = 𝐹(𝛼𝑖 + 𝑥𝑖𝑡
′ 𝛽) (6.6) 

 

とおいて𝛽を推定することで市場のモビリティーと産業特性との関係を明らかにし，どのよ

うな産業特性がシェア上位企業の交代を促進して市場のモビリティーを高めるかを検証す

る。ここで，𝛼𝑖は産業の個別効果を表す。 

実際には，式(6.6)に基づくゆう度関数を考えて，その対数値を最大化することで𝛽を得て，

𝑃𝑇1𝑖𝑡，𝑃𝑇2𝑖𝑡，𝑃𝑇3𝑖𝑡，𝑃𝑇4𝑖𝑡に影響を与える𝑥𝑖𝑡を特定していく。ここで，𝑦𝑖𝑡は対象となるマ

ーケットシェアの上位企業の中で交代が観測された場合を１，それ以外を０とする２値変数

である。 

式(6.6)の関数形を定式化する際に，多くの場合，補対数対数モデル（complementary 

log-log model），ロジットモデル（logit model）あるいはプロビットモデル（probit model）



 

 42 

が使用されており，後述するように，本節では，変量効果を含む補対数対数モデルを使用し

て推定している。 

 

３ 変数 

表 6-1 に，推定に使用した𝑃𝑇1𝑖𝑡，𝑃𝑇2𝑖𝑡，𝑃𝑇3𝑖𝑡，𝑃𝑇4𝑖𝑡及びコントロール変数を含む産業

特性𝑥𝑖𝑡の定義をまとめている。同表にそれぞれの平均と標準偏差（standard deviation; S.D.）

も併せて示す。以下，簡潔にそれぞれの変数について説明する。 

産業特性のうち市場集中度について，CR4 及び HHI を使用し市場のモビリティーへの影

響を検証する。市場集中度の高い産業で市場のモビリティーが低いと考えられることから，

市場のモビリティーと市場集中度との関係は負の相関を予想している。 

次に，市場成長率を表す変数 GROW を使用して市場のモビリティーと市場成長率との関

係を明らかにする。Kambhampati [2000] は，成長性の高い産業ではリーダーの地位が維持

されにくいことを示しており，成長性の高い産業では市場のモビリティーは高いと考えられ

る。しかしながら，衰退産業において企業再編が行われやすいことから，成長性の高い産業

だけでなく，成長性の低い産業でも市場のモビリティーは高いと考えられる。言い換えれば，

成長性の高い産業と低い産業の双方で市場のモビリティーが高く，成長性とモビリティーの

間に単純な負の相関を想定することは難しい。そこで，市場成長率 GROW に加えて，その

２次項を表す変数 GROW_SQ をモデルに含めて，成長性の高い産業と低い産業の双方で市

場のモビリティーが高いかを検証してみる。また，市場成長率が正となる産業と負となる産

業のそれぞれに分けて，成長産業における市場のモビリティーへの影響と衰退産業における

市場のモビリティーへの影響をそれぞれ検証する。そのために，GROW, GROW_SQ 以外に，

GROW_P，GROW_N を新たな変数として定義している。 

続いて，政策的な視点から，カルテルを表すダミー変数 CARTEL を使用して，カルテル

の有無が市場のモビリティーに与える影響を検証する。ただし，実際にいつからカルテルが

行われていたかを特定することは極めて困難なため，観測期間中にカルテルが発生していれ

ば，観測期間初めの 1991 年から不当な取引制限が認定される年までの全ての年において当

該産業を１と定義する。 

また，新しい技術や製品の開発を進める産業では市場のモビリティーが高いかを検証する

ために，Ｒ＆Ｄ比率 RDINT を使用してその効果による違いを明らかにする。 

さらに，産業間の違いをコントロールするために，幾つかの変数をモデルに使用している。

まず，産業間における輸入比率の違いをコントロールするために，輸入比率を表す変数

IMPORT を使用する。また，産業間における市場規模の違いをコントロールするために，市

場規模を表す変数 SIZE を使用する。さらに，シェア上位企業に合併が発生した場合，企業

の順位変動が発生しやすいことから，その影響をコントロールするために，従属変数の対象

となる企業における合併の有無を表す変数 MERGER1，MERGER2，MERGER3，

MERGER4 をそれぞれ使用する。最後に，観測年の違いを表すために年ダミーも使用してい

る。 
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表 6-1 で示したように，観測期間中にシェア１位企業（リーダー）が翌年に交代する割合

（確率）は平均 12%となっている。また，シェア１位企業あるいは２位企業のいずれかが翌

年に交代する割合は平均 25%となっている。さらに，これをシェア４位企業まで拡張すると，

シェア１位企業，２位企業，３位企業あるいは４位企業のいずれかの企業が翌年に交代する

割合は平均 50%であり，２回に１回はシェア上位４社のうちでの交代がみられることになる。 

 

表 6-1：変数の定義と基本統計量 

変数 定義 平均 S.D. 

（モビリティー指数）    

PT1 （本文参照） 0.115 ＿ 

PT2 （本文参照） 0.252 ＿ 

PT3 （本文参照） 0.380 ＿ 

PT4 （本文参照） 0.497 ＿ 

（市場集中度）    

CR4 上位 4社集中度 0.767 0.169 

HHI ハーシュマン・ハーフィンダール指数 0.237 0.144 

（市場成長率）    

GROW t + 1期の出荷額の対数値 － t期の出荷額の対数値 -0.020 0.239 

GROW_SQ GROW × GROW 0.058 0.405 

GROW_P max {GROW, 0} 0.056 0.138 

GROW_N min {GROW, 0} -0.076 0.172 

（カルテルダミー）    

CARTEL 1: 観測期間中にカルテルが発生した産業（その年とそれ以

前のすべての年），0: それ以外 
0.027 

＿ 

（Ｒ＆Ｄ比率）    

RDINT 研究開発費 / 売上高 × 100(%) 3.323 2.253 

（輸入比率）    

IMPORT 輸入額 / 国内総供給価額 0.043 0.091 

（市場規模）    

SIZE 国内総供給価額（百万円）の対数値 11.988 1.362 

（合併ダミー）    

MERGER1 1: マーケットシェア 1位企業が合併した場合，0: それ以外 0.013 ＿ 

MERGER2 1: マーケットシェア 1位あるいは 2位企業が合併した場合，

0: それ以外 
0.024 

＿ 

MERGER3 1: マーケットシェア 1位，2位あるいは 3位企業が合併した

場合，0: それ以外 
0.033 

＿ 

MERGER4 1: マーケットシェア 1位，2位，3位あるいは 4位企業が合併

した場合，0: それ以外 
0.041 

＿ 

（年ダミー）    

Y90,…Y09 1: 該当年の観測期間，0: それ以外 ＿ ＿ 

注） S.D. は標準誤差．観測数はＲ＆Ｄ比率を除いて 5,627（Ｒ＆Ｄ比率のみ 5,138）。いずれの変数も i と tに依存して変化（年ダミー
は tに依存して変化）。 
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４ 推定結果 

観測対象は 1991-2010 年における 669 品目，品目の調査期間は２年から 20 年で品目によ

って異なり，観測数は合計 5,627 となった。本節で使用するデータは，観測期間中に幾つか

欠損がみられており，また，１期しか観察されない産業も含まれるアンバランス・パネルデ

ータとなっている。そのために，産業の個別効果を変量効果として取り扱い，推定方法は，

変量効果を含む補対数対数モデルを使用する26。推定結果を要約したものを表 6-2 に，従属

変数に𝑃𝑇1𝑖𝑡，𝑃𝑇2𝑖𝑡，𝑃𝑇3𝑖𝑡及び𝑃𝑇4𝑖𝑡を使用した推定結果を章末の表 6-3-1～表 6-3-4 にまと

めている。表 6-3-1～表 6-3-4 では，市場集中度の変数について，(i)-(iii)では CR4，(iv)-(vi)

ではHHIを使用している。また，市場成長率の変数について，(i), (iv)ではGROW, GROW_SQ，

(ii), (iii), (v), (vi) では GROW_P, GROW_N を使用している。さらに，(iii), (vi)ではＲ＆Ｄ比

率を表す変数 RDINT を追加している。 

まず，市場集中度の係数はいずれも負で有意となっている。この結果は，モビリティーと

市場集中度との負の相関を表しており，推定結果から，市場集中度の高い産業では，シェア

上位企業に変化がみられにくく，市場のモビリティーが低いといえる。この結果は，Kato and 

Honjo [2005, 2009] と一致している。 

次に，市場成長率について，いずれの従属変数においても，GROW_SQ の係数は正で有意

となっているが，GROW の係数は有意となっていない。一方，GROW_P 及び GROW_N の

いずれも正で有意となっている。これらの結果から，市場のモビリティーと市場成長率との

関係は，単純な減少関係にあるといえず，むしろ市場成長率が正となる産業と負となる産業

の双方で市場のモビリティーが高いと考えられる。すなわち，成長性の高い産業においてシ

ェア上位企業の交代が発生しやすいだけでなく，衰退産業と呼ばれる成長性がマイナスとな

る産業においてもシェア上位企業の交代が発生しやすい。このことは，成長期に参入が発生

しやすい一方，衰退期に退出が起きやすいといった，産業のプロダクトライフサイクルの現

象とも整合的である。  

続いて，カルテルについて，全体的に CARTEL の係数は負で有意となっている。このこ

とから，カルテルが行われた産業ではシェア上位企業の交代がみられにくいことになる。こ

の結果は，シェア１位企業（リーダー）の交代がみられにくいことを示した Kato and Honjo 

[2009] と一致している。 

また，Ｒ＆Ｄ比率について，RDINT の係数はいずれの表でも正で有意となっている。こ

のことから，新しい技術や製品の開発を進める産業ではシェア上位企業の交代がみられやす

いことになる。このことも Kato and Honjo [2009] の結果と一致している。  

さらに，コントロール変数について，輸入比率を表す変数 IMPORT の係数はいずれの表

でも負となっている。シェア上位２社，３社又は４社の交代の有無を従属変数とした分析で

は一部で有意な結果を得ているが（表 6-2(2)から(4)の列），シェア１位企業の交代の有無を

従属変数に使用した分析では有意な結果を得ていない（表 6-2(1)の列）。すなわち，輸入比率

の低い産業ほどマーケットシェア上位企業の交代がみられるが，その結果は十分に有意でな 

 

                                                   
26 実際には，ロジットモデルによる推定も試みているが，類似した傾向がみられたことから，本節では，補対数対数モデルに

よる推定結果のみを示している。 
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い。一方，市場規模を表す変数 SIZE の係数はいずれについても負で有意な結果を得ている。

このことから，市場規模の大きい産業ほどシェア上位企業が交代しやすいといえる。最後に，

シェア上位企業の合併を表す合併ダミーの係数はいずれも正であるが，表 6-2(1)のリーダー

の交代を除けば有意な影響がみられていない。 

本節では，シェア上位企業の交代によって定義したモビリティー指数に基づいて，市場の

モビリティーの決定要因を明らかにした。本稿の推定結果をまとめると，市場集中度が低い

産業，また，成長産業や衰退産業で市場のモビリティーが高いことになる。さらに，カルテ

ルが行われることで，リーダーの交代が発生しにくい傾向もみられている。逆に，新しい技

術や製品の開発を進める産業ではリーダーの交代が発生しやすい。本節で示したように，産

業特性が市場構造やモビリティーに影響しており，企業間競争や産業のダイナミクスに深く

関係していることが分かった。こうした点で，競争政策を進めるに当たって，それぞれの産

業特性に深く注視する必要性が示唆されるだろう。 

 

 

  

決定要因 (1)注） (2)注） (3)注） (4)注） 

市場規模の自然対数 －－ －－ －－ －－ 

市場成長率 
    

市場成長率の二乗 ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ 

市場成長率プラス ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ 

市場成長率マイナス －－ －－ －－ －－ 

CR4 －－ －－ －－ －－ 

HHI －－ －－ －－ －－ 

輸入比率 
 

－ － － 

Ｒ＆Ｄ比率 ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ 

合併ダミー ＋＋ 
   

カルテルダミー － 
 

－－ － 

表 6-2: モビリティーの決定要因に関するパネルデータ分析－要約表 

注）被説明変数に(1)シェア１位企業の交代の有無，(2)シェア１位又は２位企業の交代の有無，(3)シェア１位，２位又は３

位企業の交代の有無，(4)シェア１位，２位，３位又は４位企業の交代の有無を使用し，説明変数に決定要因を使用した推

定結果。各推定結果は章末の表 6-3-1（シェア１位企業の交代の有無），表 6-3-2（シェア１位又は２位企業の交代の有無），

表 6-3-3（シェア１位，２位又は３位企業の交代の有無），表 6-3-4（シェア１位，２位，３位又は４位企業の交代の有無）

にそれぞれまとめられている。表中の記号については，表 5-1 の注を参照。 
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第７章 日本産業のモビリティー（４）－価格及び価格費用マ－ジンへの効果－ 

 

 モビリティーは，市場行動・成果に反映される可能性がある。本章では，モビリティーが価格

及び価格費用マージンに及ぼす影響を，それらの決定要因を分析する回帰式を推定し考察する。 

 

１ モビリティーの価格への効果 

まず，モビリティーが価格に及ぼす影響を考察する。モビリティーが競争の強さを反映し

ているならば，それは価格の水準を引き下げる影響を与え，価格変動の程度をより大きくす

る影響を与えることが予想される。こうした分析はこれまで少なく，分析の求められている

課題の１つである。本研究は，モビリティーが価格変化に及ぼす影響について計量分析を試

みる。 

 

(1) 分析方法 

 まず推定式を導こう。ある設定された価格は，事後的には，平均費用と産出量一単位当

たり利潤の合計である。価格を𝑃，平均費用を𝐴𝐶，そして産出量一単位当たり利潤を𝜋 𝑄⁄ （𝜋 

は利潤，𝑄 は産出量）とすると，以下の式(7.1)のように表される。 

 

 
𝑃 = 𝐴𝐶 +

𝜋

𝑄
= 𝐴𝐶 +

𝜋

𝐾
∙

𝐾

𝑄∗
∙

𝑄∗

𝑄
  (7.1) 

 𝐾:使用資本，𝑄∗:生産能力  

 

したがって，産出量一単位当たり利潤 (𝜋 𝑄⁄ ) は，資本利潤率(𝜋 𝐾⁄ )，資本産出係数

(𝐾 𝑄∗
⁄ )，そして操業度の逆数(𝑄∗ 𝑄⁄ )に分解できる。この簡単な式から，価格の決定要因

は，費用（賃金，原材料費及び各種固定費），資本利潤率，技術的な係数である資本産出

係数，そして操業度である。特に，資本利潤率は，企業にとって事前的にも事後的にも需

要要因そして競争関連要因によって左右されるであろう。そこで，本研究は需要要因及び

競争関連要因の二つの要因に焦点を絞り，特に競争に関連する要因としてはモビリティー

（以下の推定式ではモビリティー指数と表示する。），集中度（CR4 及び HHI），下位企業

シェア及び輸入圧力（輸入変化倍率）（集中度，下位企業シェア及び輸入圧力は以下の推

定式では競争要因と一括する。），そして競争に直接関わる行動として合併，カルテル及び

研究開発活動（合併ダミー，カルテルダミー及びＲ＆Ｄ比率。以下の推定式では行動要因

と一括する。）を取り上げる。 

 式(7.1)から，価格変化式を２時点間の価格変化率（価格変動/期首価格），それから価格

変化倍率（期末価格/期首価格）の形で容易に導き出すことができる（紙幅の関係上，導出

プロセスは省略する。Doi [2008] を参照。）。なお，それらは期首の要因（賃金総額/売上

高比率，原材料費/売上高比率，利潤/売上高比率など）で加重したものである。 

 そこで，以下のような価格変化倍率の回帰式を OLS により推定した。その際利用した

標本は，モビリティー指数が８年以上の期間で利用可能な製造業 113 品目（Ｒ＆Ｄを使用
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したモデルでは 108 品目）である。 

 

𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒 = 𝛼𝑝 + ∑ 𝛽𝑝,𝑖
𝑖

× (モビリティー指数) + ∑ 𝛾𝑝,𝑖
𝑖

× (需要要因)  

 
+ ∑ 𝜋𝑝,𝑖

𝑖
× (競争要因) + ∑ 𝜔𝑝,𝑖

𝑖
× (行動要因) + 𝜂  (7.2) 

 

式(7.2)において，従属変数の𝑃𝑟𝑖𝑐𝑒は，観察期間における企業物価指数の期末水準を期首

水準で除した変化倍率（期末水準÷期首水準）及びその累乗根（1/（観察期間－1）で累乗

根を取る。１年当たりの平均的な価格変化率に換算したもの。），の２つの方法を使用した

27。後者は，観察期間が品目間で異なることを考慮したものである。企業物価指数は，日

本銀行の『物価指数年報』（各年）から利用した。 

他方，説明変数について，モビリティー指数は，第５章と同様に，上記の７方式 10 タ

イプによって計測された変数である。また，価格に影響を与えるものとして導入されたほ

かの説明変数についても全く同じ方法で計測されている。 

まず，需要要因は，市場規模，市場成長率及び需要変動率を含み，そして市場成長と価

格動向の関係から推して，市場成長率は正の影響，そして需要変動率は負の影響を及ぼす

ものと予想される。しかし，市場規模の影響は先験的には不明である。 

次に，競争要因は，国内市場における CR4 及び HHI，下位企業シェア，そして輸入圧

力として，価格変化を分析する本節では，輸入変化倍率（観察期間における期末の輸入シ

ェアを期首の輸入シェアで除したもの）である。前者２つは，集中度が競争の程度を反映

しているという伝統的な競争論に立てば正の関係が予想され，そして下位企業シェアと輸

入変化倍率は，下位企業や輸入が上位企業への競争圧力を意味するかぎり負の影響を持つ

ものと予想される。 

最後に，行動要因としてカルテルと合併のダミー変数は共に，先験的には正負両方の効

果を持つことが考えられる。カルテルの前後（形成と崩壊），そして合併の前後で，市場

行動が変化する可能性があるからである。また，企業の研究開発活動の大きさを反映する

Ｒ＆Ｄ比率を技術革新の代理変数として使用する。この変数の効果について，正負両方の

関係の可能性を含むであろう。なぜなら，革新は，例えば，画期的新製品の導入に伴う需

要の大きな喚起によって，あるいは高価な革新的新製品の導入によって価格上昇を誘引す

る場合もあり，また逆に効率的生産方法の導入によって価格が低下することも可能である

からである。各説明変数の算出に利用した資料は，第５章の分析と同じである。 

 

(2) 推定結果 

推定結果を要約したものを表 7-1 に，推定結果を章末の表 7-3-1 から表 7-3-10 にまとめ

ている。総じて多くの説明変数が有意な効果を示していない。その中で，以下の点につい

て留意しておこう。 

                                                   
27 その他に，隣接する２期における変化率の幾何平均も利用したが，結果に変化はなかった。したがって，ここでは結果を割

愛した。 
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なお，被説明変数の取り方によって推定結果が若干異なるので，各被説明変数（価格変

化倍率とその累乗根）について別々にみてみよう。 

 

ア 価格変化倍率の場合 

まず，モビリティーに関する指標は有意な効果を示さないケースが多く，相対的不安

定性指数１を含むモデルのみ予想通りに負の関係を持つ。この負の効果は，同様の価格

変化倍率を使用して，モビリティーが価格を抑制する方向に働くことを実証した Doi 

[2008] の結果と一致している。他方，上位２社不安定性指数及び上位３社不安定性指数

は正で有意の符号を持ち，ケンドール順位一致係数は負で有意の符号を持っており，そ

れぞれ予想とは逆の符号である（ケンドール順位一致係数は，係数の値が大きくなるほ

 
(1)注） (2)注） (3)注） (4)注） (5)注） (6)注） (7)注） (8)注） (9)注） (10)注） 

モビリティー指数 
  

－ 
   

＋ ＋ 
 

－－ 

市場規模の変動係数 
          

市場成長率 
          

下位企業シェア 
          

CR4 
          

HHI 
          

輸入変化倍率 －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 

Ｒ＆Ｄ比率 －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 

合併ダミー ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋ 

カルテルダミー ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ 

 
(1)注） (2)注） (3)注） (4)注） (5)注） (6)注） (7)注） (8)注） (9)注） (10)注） 

モビリティー指数 
  

－ 
       

市場規模の変動係数 
 

－ 
 

－ － － － － － － 

市場成長率 
          

下位企業シェア 
         

－ 

CR4 
          

HHI 
          

輸入変化倍率 
          

Ｒ＆Ｄ比率 －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 

合併ダミー 
          

カルテルダミー ＋＋ ＋＋ ＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ 

表 7-1：モビリティーが価格に及ぼす影響の推定結果－要約表 

A: 被説明変数＝価格変化倍率 

B: 被説明変数＝価格変化倍率の累乗根 

注）各推定式のモビリティー指数として(1)絶対的不安定性指数１，(2)絶対的不安定性指数２，(3)相対的不安定性指数１，(4)

相対的不安定性指数２，(5)ボラティリティー指数，(6)上位１社不安定性指数，(7)上位２社不安定性指数，(8)上位３社不安

定性指数，(9)上位４社不安定性指数，及び(10)ケンドール順位一致係数を使用し，説明変数に決定要因を使用した推定結

果。各推定結果は章末の表 7-3-1（絶対的不安定性指数１），表 7-3-2（絶対的不安定性指数２），表 7-3-3（相対的不安定性

指数１），表 7-3-4（相対的不安定性指数２），表 7-3-5（ボラティリティー指数），表 7-3-6（上位１社不安定性指数），表

7-3-7（上位２社不安定性指数），表 7-3-8（上位３社不安定性指数），表 7-3-9（上位４社不安定性指数），表 7-3-10（ケン

ドール順位一致係数），にそれぞれまとめられている。表中の記号については，表 5-1 の注を参照。 
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ど順位の変動が小さいことを意味する。）。かくして，モビリティーの効果は，一部のモ

ビリティー指数においてのみ有意な効果を持つが，指標によって結果が異なっているこ

とから頑健（ロバスト）な関係を確認することができなかった。 

次に，いずれの需要要因（市場成長率及び需要変動（市場規模の変動係数）），そして

またいずれの集中度要因（CR4，HHI 及び下位企業シェア）も有意性を持たない。その

中で，価格変化倍率に正の関係を持つことが予想された市場成長率が有意な効果を持た

ないことは注目される。なぜなら，既存の研究はしばしば，市場成長率が相対的に価格

を押し上げる関係を実証しているからである。バブル経済崩壊後の「失われた 20 年」

の状況，すなわち多くの産業での需要低迷を反映しているのかもしれない。 

第三に，輸入変化倍率は，全ての推定式で負の有意な関係を示している。この結果か

ら，輸入増の圧力が価格に抑制的な影響を与えているといえる。したがって，輸入促進

が１つの有効な競争促進策であろう。 

第四に，Ｒ＆Ｄ比率は全ての式で負の有意な効果を持つ。すなわち，Ｒ＆Ｄ比率の大

きい分野では，価格変化倍率は小さくなる傾向にある。この頑健な結果の解釈として，

技術革新が大きい分野では，技術分野に限らず販売面でも競争が激しく展開され，また

新技術の導入によって製品価格が低くなる（製品革新の場合），あるいは生産がより効

率的になる（工程革新）ことが示唆されている。この結果から，研究開発・革新は社会

的厚生を高めると結論できるであろう。それゆえ，イノベーションを促進するような公

共政策が望ましい。 

第五に，カルテルダミーは，いずれのモビリティー指数の場合でも有意に正の効果を

示す。したがって，この結果は，カルテルのみられる品目では，価格が上昇又は安定し

ていることを示唆し，注目すべきである。 

ただし，カルテルダミーは，価格の計測期間でカルテルがみられたものではなく，あ

くまでも 1991～2010 年の間で露見した事件があったことを反映していることに留意し

なければならない。したがって，その結果は明確な因果関係を明らかにしていない。 

最後に，合併ダミーは，ケンドール順位一致係数除くほかのモビリティー指数を含む

推定式ではいずれも有意に正の関係を持つ。したがって，合併が行われている品目では，

価格変化倍率はほかの品目に比べて高くなる傾向にあるといえよう。一方で，ケンドー

ル順位一致係数は，正の符号を持ち有意であるが，ほかの指標の場合とは逆の符号条件

を示す。なぜなら，同係数が大きいほど，モビリティーが小さいことを意味するからで

ある。 

なお，価格変化には，各種費用要因などほかの要因も影響を与える。それらの影響を

除去して推定を行うことが必要であるが，本研究では試みられていない。今後の課題で

ある。 

 

   イ 価格変化倍率の累乗根の場合 

上記のとおり，観察期間が品目間で異なることを考慮して価格変化倍率の累乗根を利

用した。まず，モビリティー指数について，価格変化倍率の場合と同様に，相対的不安
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定性指数１のみが負の有意な効果を持つ。 

第二に，需要要因のうち，市場成長率は，価格変化倍率の場合と同様に，有意性を持

たない。もう１つの需要変動を捉える市場規模の変動係数は，絶対的不安定性指数２，

相対的不安定性指数２，ボラティリティー指数，上位１社から上位４社の各不安定性指

数及びケンドール順位一致係数を利用した場合いずれも，Ｒ＆Ｄ比率を含まない推定式

では，負の有意な効果を有している。これらの結果は，市場の変動が大きいほど価格の

上昇が小さいことを示唆している。換言すれば，市場の変動が大きい分野では，協調が

難しく競争が展開される結果，価格が抑えられる傾向にあると解釈することができるか

もしれない。 

第三に，集中度関連の３つの変数（CR4，HHI 及び下位企業シェア）は，ほとんどの

推定式で，価格変化倍率の場合と同様に，統計的有意性を持たない。 

最後に，Ｒ＆Ｄ比率は価格変化倍率の場合と同様に，負の有意な関係を示している。

カルテルダミーも価格変化倍率の場合と同様に，正の有意な関係を示している。一方，

輸入変化倍率と合併ダミーは共に，符号的には価格変化倍率の場合と一致するが統計的

に有意ではない。 

かくして，価格変化において，競争に関連すると考えられる，多くのモビリティー指

数，産業集中及び輸入圧力は，有意な関係を示していない。 

 

２ モビリティーの価格費用マージンへの効果 

 次に，モビリティーが市場成果指標の１つである価格費用マージンに及ぼす影響を考察し

よう。価格費用マージンの決定要因の分析は，従来多数の研究によって試みられてきた。そ

の展望は既存の展望研究に委ね，直接モビリティー効果の推定結果の分析に進む。 

 

(1) 分析方法 

 分析方法は，価格変化の場合と同様に，回帰式の OLS 推定である。式(7.3)を，モビリ

ティー指数が８年以上利用可能である製造業337品目を対象に推定した。こうした推定は，

以下で触れるように観察期間の長さの違いが推定結果に影響する可能性を考慮したこと

による。モビリティー指数が観察期間の長短の如何にかかわらず利用可能である製造業

574 品目（Ｒ＆Ｄを含むモデルでは 573 品目）についても，補足的に推定した。 

 

𝑃𝐶𝑀 = 𝛼𝑃𝐶𝑀 + ∑ 𝛽𝑃𝐶𝑀,𝑖
𝑖

× (モビリティー指数) + ∑ 𝛾𝑃𝐶𝑀,𝑖
𝑖

× (需要要因)  

 
+ ∑ 𝜋𝑃𝐶𝑀,𝑖

𝑖
× (競争要因) + ∑ 𝜔𝑃𝐶𝑀,𝑖

𝑖
× (行動要因) + 𝜉 (7.3) 

 

式(7.3)において，価格費用マージンは「（付加価値額－現金給与総額）÷製造品出荷額

等」と定義され，利用した被説明変数（PCM）は，モビリティー指数が計測された観察期

間の価格費用マージンの平均である。その算出に利用したのは，『工業統計表 産業編』
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に記載されている，全事業所を対象にしたデータ（全数調査）である。 

ここで留意しなければならないのは，まず，全数調査が行われた３年（1998，2003，

2008）の価格費用マージンをほかの年にも当てはめていることである。具体的には，1991

年から 2002 年では各年に 1998 年の価格費用マージン，2003 年から 2007 年では各年に

2003 年の価格費用マージン，そして 2008～2010 年では各年に 2008 年の価格費用マージ

ンを割り当てた。その上で，各品目において観察期間の平均を算出・利用した。それゆえ，

利用した数値は，各年の『工業統計表 産業編』に基づいて年ごとに算出した価格費用マ

ージンの期間平均ではない。したがって，この方式を採る限り，十分に長い観察期間が利

用可能な標本を対象とするのが望ましい。 

工業統計表の数値を利用しているので，PCM は４桁分類レベルの産業ごとに計算され

たものを利用していることにも留意する必要がある。生産・出荷集中度調査の品目は細分

類（主に６桁分類）の品目が多いところ，工業統計表の数値は４桁分類のものに限られて

いるので，４桁分類の PCM を４桁分類の産業に該当する全ての細分類品目についての被

説明変数として使用している28。したがって，厳密な意味において，PCM は必ずしも品目

ベースの成果指標ではない。 

他方，説明変数について，モビリティー指数は，上で行われた決定要因と価格について

の分析と同様に，上記の７方式によって計測された 10 タイプの変数である。そのほかの

説明変数の計測は，いずれも上記の２つの計量分析の場合と同じである。需要要因は，市

場成長率，需要変動率を含み，そして競争要因は，国内市場における CR4，HHI，下位企

業シェア及び輸入圧力である。輸入圧力として，上の計量分析で使用・定義した変数であ

る輸入比率及び輸入変化倍率の２つを代替的に使用する。最後に，行動要因は，カルテル，

合併のダミー変数及びＲ＆Ｄ比率である。初めの２つの要因が価格費用マージンに及ぼす

効果は，上記の価格分析の場合とほとんど同じである。他方，Ｒ＆Ｄ比率は，革新活動の

代理変数と捉える限り，価格の場合とは異なって，革新利潤を反映して利潤成果に正の効

果を持つものと予想される。 

 なお，各説明変数の算出に利用した資料は，上の分析と同じである。 

 

(2) 推定結果 

 推定結果を要約したものを表 7-2 に，調査対象年数が８年以上の品目（337 品目）につ

いての推定結果を章末の表 7-4-1 から表 7-4-10 にまとめている。それに従いながら，結果

を考察しよう。 

 まず，モビリティー指数の効果をみると，絶対的不安定性指数１は予想通り負の有意な

効果を持ち，モビリティーの競争的効果の仮説を支持している。したがって，大きな絶対

的な変動幅は競争を捉えていることを示唆している。同様の競争的効果が，絶対的不安定

性指数２，相対的不安定性指数２並びに上位２社，上位３社及び上位４社の各不安定性指

数においてもみられる。他方，相対的不安定性指数１は有意性を持つが，予想の効果とは

逆の正の符合を持つ。また，ボラティリティー指数，上位１社不安定性指数及びケンドー

                                                   
28 例えば，４桁の分類番号 1000 の製品について，６桁の分類番号 100001，100002，100003 及び 100004 の細かな製品があ

るとすれば，1000 の製品の PCM を 100001 から 100004 の製品の PCM として被説明変数に使用している。 
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ル順位一致係数はいずれも統計的有意性を持たず，予想とは整合的ではない。これらの予

想とは異なる結果は，多重共線性に起因しているおそれがある。 

第二に，需要関連の要因をみると，需要変動率（市場規模の変動係数）は負の有意な関

係を示す。すなわち，需要が変動している品目ほど，マージンが低い。他方，市場成長率

は既存の研究結果と異なって一定の効果を持たない。これは，市場成長率の大きい分野ほ

ど，モビリティーが大きいという上記の結果を反映しているかもしれない。なぜなら，こ

うした分野では，競争が十分に展開されていると理解されるからである。その結果，産業

横断的にみると，明確な関係が発現しなかったかもしれない。 

第三に，集中度の効果について，CR4 はいずれの推定式でも有意な関係を持たず，そし

てまた HHI も相対的不安定性指数２の場合を除いて有意な結果を示していない。これら

の結果は，従来の研究結果と整合性に欠ける。こうした結果は，一部，上で指摘した従属

変数 PCM の計算・利用に問題があることを反映しているかもしれない。今後，利用した

PCM の分類レベル（工業統計表の４桁分類）とモビリティー指数の分類レベルがおおよ

そ合致する品目を対象に推定する分析で補完する必要がある。また，観察期間の毎年の価

格費用マージンを利用することも必要であろう。 

他方，下位企業シェアは，いずれの推定式でも有意に正の効果を示している。しかし，

この符号は予想と反対である。なぜなら，下位企業のシェアが大きな産業では下位企業か

らの競争圧力が大きく，競争が展開される結果，産業利潤成果は小さいと予想されるから

である。しかも，推定結果は頑健な正の効果を示している。当惑する結果であるが，あえ

て解釈するならば，下位企業のシェアが大きいことは，より多くの下位企業でも存続でき

ることを意味し，したがって，この結果は，その存続が当該産業の利潤率がより高いから

可能となっていることを反映しているといえるかもしれない。こうした逆の因果関係を反

映している可能性がある。この結果について，一層の精査が求められるであろう。 

第四に，輸入に関連する２つの変数は，ほぼ全ての推定式で統計的有意性を示していな

い（モビリティー指数として絶対的不安定性指数２を，集中度として HHI を，輸入とし

て輸入変化倍率を使用したときのみ，輸入は正の有意な効果であった。）。それゆえ，これ

らの予想外の結果から，価格費用マージンからみる限り，少なくとも輸入が大きな競争圧

力となっていないといえるかもしれない。 

第五に，Ｒ＆Ｄ比率は正の符号を持つが，有意な結果ではなかった。すなわち，研究開

発集約的な産業であっても，価格費用マージンが有意に高いわけではない。この結果は，

PCM の計測方法，多重共線性などの統計上の問題に起因する，あるいはほかの要因を代

理する変数となっていることを反映している可能性がある29。 

最後に，カルテルダミーはいずれのモビリティー指数を含む全ての推定式で，負の有意

性を持つ。したがって，カルテル事件を起こしている品目では，価格費用マージンが有意 

                                                   
29 R&D 比率と価格費用マージンとの間に有意な関係がみられなかった理由として，ほかにタイムラグ（懐妊期間），研究開発

の非効率性，研究開発競争の結果などが考えられる。タイムラグ（懐妊期間）とは，研究開発支出が研究開発の成果に反映さ

れるまで時間がかかるとする理由である。研究開発の非効率性とは，R&D 比率が高いとしても研究開発の成果につながって

おらず，価格費用マージンを上昇させていないという理由である。研究開発競争の結果とは，研究開発競争が十分に行われて

いれば，利益のうち研究開発に起因する部分は研究開発に使用された労働などの生産要素に対して支払われ，結果，研究開発

控除後の利益や価格費用マージンと R&D 比率と関係しないという理由である。 
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(1)注） (2)注） (3)注） (4)注） (5)注） (6)注） (7)注） (8)注） (9)注） (10)注） 

モビリティー指数 －－ － ＋ － 
  

－ －－ －－ 
 

市場規模の変動係数 －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 

市場成長率 

          
下位企業シェア ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ 

CR4 

          
HHI 

   
＋＋ 

      
輸入比率 

          
輸入変化倍率 

 
＋ 

        
Ｒ＆Ｄ比率 

          
合併ダミー 

          
カルテルダミー －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ －－ 

 

 

 

 

 

 

に低い。この事実も，下位企業シェアの場合と同様に，利潤率が低いためにカルテルが実

施されているという，逆の因果関係を反映している可能性がある。他方，上位企業が関わ

る合併の有無を捉える合併ダミーは有意ではない。 

かくして，全体的に推定結果は明確な関係を示していない。また，価格費用マージンに

対し，本研究の中心にあるモビリティーの効果は利用するモビリティー指数によって異な

る。こうした結果は，１つに利用した価格費用マージンの変数の持つ算出上の問題に起因

しているかもしれない。上で指摘したように，本研究では，４桁分類レベルの産業で算出

した価格費用マージンの値を，その４桁分類に含まれる細分類ベースの品目全てに割り当

てている。こうした方法がバイアスを誘引しているおそれもある。また，従属変数 PCM

が基本的には全数調査の行われた３年の数値を基に算出されていることも推定結果に影

響している可能性がある。さらに，全体としての分析対象期間は 20 年間となっているが，

観察期間が品目間で異なっているために，期間や産業の影響を考慮した，より精緻な分析

が必要であろう。例えば，品目ダミーや年ダミーなどを導入することが求められるであろ

う。 

 また，モビリティーが本質的に変動を捉えるものであり，それゆえに価格費用マージン

も本研究のようにレベルではなく，価格分析と同様にその変動を利用することが求められ

るかもしれない30。  

                                                   
30 なお，調査対象期間が８年未満の品目も含めた 573～574 品目についての推定結果は，２つの集中度指標，下位企業シェア

及びＲ＆Ｄ比率を除けば，上記の結果と同じである（付表 4-1~10 参照。）。CR4 は絶対的不安定性指数１の場合のみ正で有意

であり，そして HHI は，絶対的不安定性指数１，絶対的不安定性指数２，相対的不安定性指数２，ボラティリティー指数，

注）各推定式のモビリティー指数として(1)絶対的不安定性指数１，(2)絶対的不安定性指数２，(3)相対的不安定性指数１，

(4)相対的不安定性指数２，(5)ボラティリティー指数，(6)上位１社不安定性指数，(7)上位２社不安定性指数，(8)上位３社

不安定性指数，(9)上位４社不安定性指数，及び(10)ケンドール順位一致係数を使用し，説明変数に決定要因を使用した推

定結果。各推定結果は章末の表 7-4-1（絶対的不安定性指数１），表 7-4-2（絶対的不安定性指数２），表 7-4-3（相対的不

安定性指数１），表 7-4-4（相対的不安定性指数２），表 7-4-5（ボラティリティー指数），表 7-4-6（上位１社不安定性指数），

表 7-4-7（上位２社不安定性指数），表 7-4-8（上位３社不安定性指数），表 7-4-9（上位４社不安定性指数），表 7-4-10（ケ

ンドール順位一致係数），にそれぞれまとめられている。表中の記号については，表 5-1 の注を参照。 

表 7-2：モビリティーが価格費用マージン（８年以上）に及ぼす影響の推定結果－要約表 
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上位１社不安定性指数，ケンドール順位一致係数を含む推定式で，有意に正の関係を示す。これらの結果は，おおよそ従来の

研究結果と整合的である。また逆に，下位企業シェアとＲ＆Ｄ比率は統計的有意性を持たず，一定の効果を有しない。 
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第８章 結び 

 

 以上，幾つかの代替的な計測方法を利用し，モビリティーを，利用可能な我が国の産業につい

て，経済停滞，産業構造の変化，経済のグローバル化などで特徴付けられる 1991 年から 2010

年の 20 年間を対象に計測した。そして本研究は，1) 指標間の関係，2) 我が国の産業におけるモ

ビリティーの全体的な動向，3)モビリティーの決定要因，及び 4) モビリティーの影響を検討し

た。その結果は以下のように要約される。 

 

(1) 従来，代替的な指標が適用されている。しかし，理論的にはどの指標が望ましいかを先験

的に議論することは難しい。この問題に対応するためには，実証的な分析に委ねられる。 

(2) モビリティーの主要な計測指標（基本的には７つの方式）を具体的に我が国の産業に適用

した結果，幾つかの指標の間では，予想に反し高い相関がみられなかった。したがって，各

種指標間の関係は強固で明確とはいい難いものである。その結果は，１つに，モビリティー

の計測方法に依拠している可能性がある。 

(3) モビリティーの大きさは経時的に変動している可能性がある。事実，20 年間のシェアが分

析できる品目（109 品目）の動向をみると，後期のモビリティーは前期に比べて大きくなっ

ている。すると，これらのファインディングは，モビリティー分析にはその計測期間が重要

であり，そしてまた，産業ごとに時系列的にモビリティーを算出し，１つの指標の時系列的

な変動を考察するほうが適切であることを示唆している。 

(4) 全体的に，モビリティーの決定要因に関する分析の結果はその指数間で必ずしも一致せず，

各説明変数の効果が異なることが注目される。この事実は，上の指数間の相関係数の態様と

整合的である。本研究で使用した説明変数のうち，Ｒ＆Ｄ比率の正の効果が注目される。 

(5) 上位企業の交代を被説明変数とするパネルデータ分析の結果によれば，成長産業（需要成

長率がプラス）と停滞産業（需要成長率がマイナス）の両方で順位移動が起っている。すな

わち，停滞産業であっても十分に競争が行われている可能性があることが示唆される。 

(6) モビリティー指数の有効性を考察するために，モビリティーが価格変化と価格費用マ－ジ

ンの両方に及ぼす影響をクロスセクション分析したが，各指数の強固（ロバスト）で明確な

効果はみられなかった。 

(7) カルテルについて，カルテルのみられた分野ではモビリティーが小さくなることを示すモ

ビリティー指数があり，カルテルの行われた品目では，市場構造は安定的な傾向がある。ま

た，カルテル前後の比較でも，実施後はモビリティーが大きくなるケースが多い。さらに，

カルテルの行われた品目は，その他の品目に比べて価格上昇が大きいか，価格低下率が小さ

い。本研究はカルテルの直接的効果を捉えていないけれども，カルテルによる競争制限的な

関係がそこに示唆されているといえるかもしれない。したがって，カルテル規制が重要であ

り，そしてその際モビリティーに留意する必要があろう。 

 

 かくして，モビリティーの分析結果は総じて明確性に欠けるきらいがある。換言すれば，モビ

リティーの計測についてさらなる考察が求められる。すると，各指標について注意深い利用と理
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解が求められる。その際，本研究で利用した指標以外にも，上記のとおり幾つかの代替的な計測

方法・指標が存在するが，今後それらも分析対象に加えることも必要であろう。 

あわせて，いうまでもなく計量的分析の改善・精緻化も不可欠である。主な課題を整理しよう。 

第一に，モビリティー指数の算出方法について触れると，本研究では，一部のモビリティー指

数について，各順位の企業を特定化せずに指標を算出したが，上でも指摘したように，厳密には

企業を特定化して算出するのが望ましい。 

第二に，推定方法上の問題として，分析期間の長さは，利用したデータの制約上，標本品目間

で同一ではなく，しかも互いに異なっている。20 年間全てをカバーする品目もあれば，途中の数

年のみの品目もあり，観察年の違いが推定に影響を与えているおそれがある。また，モビリティ

ーの問題は本質的に変動の問題であり，しかも被説明変数と説明変数との間で相互に影響し合う

場合もある。すると，OLS 推定方法は統計上のバイアスを含むおそれがあり，より厳密には二段

階最小自乗法のような同時方程式の推定を試みる必要がある。また，説明変数も，変数のレベル

ではなく当該変数の変動を導入することも必要かもしれない。 

第三に，上で利用した変数の計測についても，改善・工夫する余地はある。例えば，すでに指

摘したように，価格費用マージンは，本研究のように全数調査の行われた３年の数値ではなく，

毎年の算出を基に作成するというのも考えられる。 

第四に，本研究で取り上げなかった説明変数を追加することも必要であろう。例えば，製品差

別化戦略（広告費比率など）などの非価格行動を考慮すべきであろう31。また，経済のグローバ

ル化が進行する現代では，貿易や海外直接投資が国内のモビリティーに与える影響も重要な課題

である32。 

第五に，本共同研究では公正取引委員会が実施している生産・出荷集中度調査のデータを使用

しているところ，独占的状態に係る規制に関して経済力集中の実態を把握するという同調査の目

的から，品目は集中度が高いものに偏っており，また，データ整備がなされているか否かといっ

た理由から，新しい品目に比べ従来からの品目が多くなる傾向にあると思われる。したがって，

本分析結果が我が国産業の全体的な状況を示しているとはいいきれない可能性が残る。 

最後に，本研究のようなクロス・インダストリー分析ではなく，産業ごとにモビリティーの時

系列分析を行うことも有用であろう。本研究の結果は，モビリティーの産業間比較を行うのに十

分な指標を決定することは必ずしも容易ではないことを示唆するといえるからである。事実，近

年では，特定産業を分析対象とする研究が多い。また，そうした産業ごとの接近の一環として，

例えばカルテルや合併が行われた産業について，より詳細な分析が必要である。 

また，順位の移動について，首位企業が単に転落したかどうかではなく，どの順位まで落ちた

のか，そして同様に第２位，第３位の企業などの上位企業についても同様な分析をすることも有

用であろう。その際，例えばマルコフ遷移行列の適用によって順位移動をより詳細に明らかにす

ることができる。 

                                                   
31 Sakakibara and Porter [2001] は，日本産業を対象に，Ｒ＆Ｄ比率（研究開発支出/付加価値比率）はモビリティー（本研究

における絶対的不安定性指数１及び相対的不安定性指数２）に有意な効果を持たないが，広告集約度（広告支出/産出額比率）

は有意な負の効果を持つことを実証する。高い広告費比率の分野，したがって主に消費財分野では，モビリティーが小さい。

他方，Doi [2001] では，本文でも指摘したように，Ｒ＆Ｄ比率（研究開発支出/生産額比率）も広告集約度（広告支出/生産額

比率）も共に有意な効果を持たない。 
32 Doi [2001] は，1977～1992 年の日本製造業において，貿易の影響も考察し，輸出集約度（輸出額/生産額比率）がモビリテ

ィー（本研究におけるボラティリティー指数）を高めるが，輸入は有意な効果を持たないことを示していない。 
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今後，これらの課題に取り組み，引き続きモビリティー分析を通してモビリティー指数の改善

及び競争構造のダイナミクスの解明に努める予定である33。 

  

                                                   
33 また，モビリティーが，本研究で取り上げた価格や価格費用マージンのほかに別の市場行動・成果に及ぼす影響を分析する

ことも重要である。Sakakibara and Porter[2001]は，1990 年代初めを対象に，モビリティーが日本産業の輸出の世界シェア

に有意な正の効果を持つことを指摘する。しかし，Doi, Kudo and Kato[2014]は，2004～2008 年の日本産業の輸出の世界シ

ェア（日本輸出額／世界総輸出額）及び日本企業の海外活動比率（輸出と海外生産の両方を反映する海外売上高が企業全体の

総売上高に占める比率）を取り上げ，同様の分析を試みるが，有意な関係を確認していない。 
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補論 

１ クロスセクションデータ及びパネルデータについて 

 使用したデータの種類から，第５章及び第７章で行った分析はクロスセクションデータを使

用したものでクロスセクション分析，第６章で行った分析はパネルデータを使用したものでパ

ネルデータ分析とも呼ばれる。ここでは，それらデータの種類について説明する。 

クロスセクションデータとは，同一時点における異なる主体（品目，産業など）について属

性（モビリティー指数，市場成長率，CR4 など）を集めたデータである。一方，パネルデータ

とは，多数の同一の主体について，異なる年次の属性を集めたものである。以下はそれらの数

値例である。 

 

例：クロスセクションデータ 

 
年 モビリティー指数 市場成長率 CR4 

品目甲 1995 9.61  4.62  52  

品目乙 1995 6.80  -1.24  74  

品目丙 1995 5.11  -2.90  74  

 

例：パネルデータ 

 
年 モビリティー指数 市場成長率 CR4 

品目甲 2000 11.72  4.93  76  

 
2005 11.28  4.39  74  

 
2010 7.75  -0.02  68  

品目乙 2000 6.52  -1.45  76  

 
2005 1.94  -4.74  56  

 
2010 9.04  4.19  51  

品目丙 2000 3.54  -2.53  54  

 
2005 6.92  1.02  59  

 
2010 5.30  -3.25  71  
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２ 平均値の差の検定及び中央値の差の検定について 

第４章では 20 年間調査の対象となった 109 品目について，1991 年から 2000 年（前期）及

び 2001 年から 2010 年（後期）におけるモビリティー指数を計算し，前期と後期でモビリティ

ー指数が変化したか否かをみるため，平均値の差の検定及び中央値の差の検定を行った。補論

２では，それぞれの検定について簡単に説明する。 

 

(1) 平均値の差の検定 

1991 年から 2010 年の 20 年間調査の対象となった品目について，1991 年から 2000 年（前

期）及び 2001 年から 2010 年（後期）におけるモビリティー指数を求め，モビリティー指数

の差を計算し，その差が平均的に 0 といえるかどうか検定を行っている。具体的には，帰無

仮説を前期と後期におけるモビリティー指数の平均値は変わらないとし，差の平均値及び差

の標準誤差を計算し，標本観察値t0＝（差の平均値／差の標準誤差）の絶対値|t0|を求め，|t0|

が一定のパーセント（「有意水準」と呼ばれる。）の下での値（「臨界値」と呼ばれる。）を上

回る水準となるか否かを判断する。ここでは有意水準を５％とするt分布の臨界値tcの絶対値

|tc|と比較する。比較の結果|t0| > |tc|なら前期と後期におけるモビリティー指数の平均値は

変わらないとする帰無仮説を棄却する。 

次の例でいえば，|t0|(= 0.39) <  |tc|(= 2.26)であるから，前期と後期におけるモビリティ

ー指数の平均値は変わらないとする帰無仮説を棄却しない。 

   

(2) 中央値の差の検定 

前期のモビリティー指数と後期のモビリティー指数の差を求め，その差の中央値が 0 であ

れば，前期のモビリティー指数より後期のモビリティー指数が高くなる品目数（𝑛1）と前期

のモビリティー指数より後期のモビリティー指数が高くなる品目数（𝑛2）は概ね等しくなる。

つまり，𝑛1 > 𝑛2又はその逆であれば，中央値が 0 であるとはいえないだろう。例えば，𝑛1が

𝑛2より大きければ，前期のモビリティー指数が大きい品目が多く，前期に比べ後期では全般

的にモビリティー指数が低下していることを示すだろう。逆に，𝑛2が𝑛1より大きければ，後

期のモビリティー指数が大きい品目が多く，後期に比べ前期では全般的にモビリティー指数

が低いことを示すだろう。 

中央値の差の検定においては，𝑛1と𝑛2が概ね等しいか否か，有意水準を５％とする両側検

定を行う。具体的には，𝑛1と𝑛2のいずれか低い方（𝑛𝑚𝑖𝑛）について，二項分布の確率を 0.5

とした上で𝑛1 + 𝑛2のうち少なくとも𝑛𝑚𝑖𝑛選び出す確率を求め，これに２を乗じたもの（以下

「中央値の差の検定におけるＰ値」呼ぶ。100%を超えた場合は 100%とする。）を５%と比

較し，５%より低ければ前期のモビリティー指数の中央値と後期のモビリティー指数の中央

値が等しいとする帰無仮説を棄却する。 

表 A2 の例でいえば，全 10 品目のうち𝑛1 = 𝑛2 = 5であるところ，10 品目のうち少なくと

も５品目で前期のモビリティー指数が後期のモビリティー指数よりも大きくなる確率は

62.3%となり，中央値の差の検定におけるＰ値は 100%となり 5%を上回るので，前期の中央

値と後期の中央値が異なるとする帰無仮説を棄却しない。 
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表 A2：平均値の差の検定及び中央値の差の検定 

 
前期 後期 

差（＝前期－
後期） 

  前期＞後期なら

１，逆なら０ 

前期＜後期なら

１，逆なら０ 

品目１ 0.60  3.42  -2.82    0 1 

品目２ 1.60  0.00  1.60    1 0 

品目３ 0.75  1.61  -0.86    0 1 

品目４ 1.08  0.30  0.78    1 0 

品目５ 2.13  1.29  0.84    1 0 

品目６ 0.40  0.82  -0.43    0 1 

品目７ 0.72  1.46  -0.75    0 1 

品目８ 0.97  0.68  0.29    1 0 

品目９ 1.91  2.68  -0.77    0 1 

品目１０ 0.92  0.33  0.59    1 0 

  
平均値 -0.15   合計品目数 𝑛1=5 𝑛2=5 

  
標準誤差 0.40   10 から 0 選ぶ確率 0.1%  

  
|t0| 0.39   10 から 1 選ぶ確率 1.0%  

  
|tc| 2.26  10 から 2 選ぶ確率 4.4%  

    
 10 から 3 選ぶ確率 11.7%  

    
 10 から 4 選ぶ確率 20.5%  

    
 10 から 5 選ぶ確率 24.6%  

    

 10から少なくとも 5

選ぶ確率 
62.3% 

 

    

 中央値の差の検定に

おけるＰ値 
100.0% 
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３ 回帰分析について 

第５章及び第６章では，モビリティー指数を被説明変数とし，需要要因，競争要因及び行動

要因を説明変数とする回帰分析を行い，第７章では，価格指数の変化率及び価格費用マージン

を被説明変数とし，モビリティー指数，需要要因，競争要因及び行動要因を説明変数とする回

帰分析を行い，統計的有意性を判断している。補論３では，第５章及び第７章で行っている回

帰分析について簡単に説明し，その後，回帰分析における統計的有意性について簡単に説明す

る。第６章で使用している分析手法はここで紹介するものと異なり技術的に高度な手法なので

ここでは説明しないものの，統計的有意性の考え方は類似のものである。 

 

(1) 回帰分析 

回帰分析とは２つ以上のデータの関係をみるものである。今，次のような２種類のデータ

（説明変数として上位４社集中度（CR4），被説明変数としてモビリティー指数）があると

して，横軸に CR4，縦軸にモビリティー指数の値をとると次のようになる。 

 
品目 A 品目 B 品目 C 品目 D 品目 E 品目 F 品目 G 品目 H 品目 I 品目 J 

CR4 72 66 44 74 49 65 78 52 79 54 

モビリティー指数 21.20  19.50  14.83  21.32  16.53  19.43  21.77  16.63  22.77  17.18  

 

 

 

CR4 とモビリティー指数の関係を直線（モビリティー指数 = a + b × CR4）で近似すると

き，全ての点を通るように一本の直線を引くことはできない。そこで，仮に一本の直線を引

くとき，その直線と品目１から品目 10 それぞれの点との誤差を合計したものを最小にする

ように直線を引いて近似する方法が考えられる（誤差の二乗を合計したものを最小にする線

を選ぶので最小自乗法と呼ばれる。）。平均的には次の 

モビリティー指数 = α + β × CR4 

の関係が成り立つが，個別にはモビリティー指数とα + β × CR4の間には誤差（ϵ）が生ずる。

ϵ = モビリティー指数 – (α + β × CR4) とし，ϵ2を各品目について合計したものが最小となる

ようにαとβの値を求める。 

品目A品目B

品目C

品目D

品目E

品目F

品目G

品目H

品目I

品目J

12

14

16

18

20

22

24

40 45 50 55 60 65 70 75 80

モ
ビ
リ
テ
ィ
ー
指
数

CR4
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本例でいえば，このようにして求められた直線は次の図のようになる。図中にある数式は，

直線の式であって，CR4 の係数 0.21 は，CR4 が 1 高くなるとモビリティー指数が平均的に

0.21 高いことを意味している。係数が負の数値を取る場合，CR4 が高い品目ではモビリティ

ー指数が低い。 

これが回帰分析の基本的な考え方であって，説明変数に需要要因，競争要因などを加える

などして，モビリティー指数とそれら要因との関係を捉えることができる。 

 

 

(2) 統計的有意性 

この例を基にして統計的有意性の考え方について簡単に説明する。我々の関心は CR4 と

モビリティー指数の間に線形の関係があるか否か，すなわち， 

 

モビリティー指数 = α + β × CR4 + ϵ 

 

を想定した上でβが 0 であるか否かにある。「CR4 は有意に正（又は負）である」とは，CR4

がモビリティー指数に関係しないとするとき，つまり，βの真の値が 0 とするとき（帰無仮

説），標本から推定値 0.21 が得られる確率が有意水準以下であることを意味する。 

本例について，図中の直線についての推定結果をまとめると次のとおり。 

 

CR4 
0.21 

(27. 90) 

定数 
5.82 

(12.00) 

観測数 10 

 

表中，括弧内の数値は統計的有意性を判断するための数値（t値）であり，観測数が 10 で

説明変数の数が 2（定数と CR4），有意水準が５％であれば，この数値が 2.31 を超えると有

意に正（係数の符号がマイナスであれば負）であるという。CR4 についてみればそのt値は

27.90 で 2.31 より大きいので，CR4 は有意に正である。 

  

y = 5.82+0.21x

12

14

16

18

20

22

24
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４ モビリティー指数の計算方法 

 ここでは，本共同研究で使用したモビリティー指数について，数値例を使用し計算方法を説

明する。使用する品目（甲と乙の２種）とその品目の市場シェアは表 A4-1 のとおりである。

計算を簡単にするため年数及び企業数を３としている。表中上のグループは，各年におけるシ

ェアを企業別にまとめたものであり，表中下のグループは，各年におけるシェアを順位別にま

とめたものである。 

 

品目甲 シェア 
  

 品目乙 シェア 
  

 
A 社 B 社 C 社  

 
A 社 B 社 C 社 

2000 40% 35% 25%  2000 40% 35% 25% 

2001 45% 30% 25%  2001 35% 40% 25% 

2002 40% 25% 35%  2002 25% 35% 40% 

    
 

    

 
順位 

  
 

 
順位 

  

 
1 位 2 位 3 位  

 
1 位 2 位 3 位 

2000 40% 35% 25%  2000 40% 35% 25% 

2001 45% 30% 25%  2001 40% 35% 25% 

2002 40% 35% 25%  2002 40% 35% 25% 

 

(1) シェア変動に基づく指数 

シェア変動に基づく４つの指数（絶対的不安定性指数１及び２並びに相対的不安定性指数

１及び２）を求めると次のようになる。初めに，当該指数では，個別企業のシェアではなく

１位から３位のシェア（企業数が３であるので３社を使用する。）を使用するので，上の表

の下のグループのデータを使用し，２期間ごとのシェア変動の絶対値及びシェア変動の二乗

値を計算すると次のようになる（シェア変動の絶対値＝（t+1 年のシェア－t 年のシェア）の

絶対値。シェア変動の二乗値＝シェア変動の絶対値の二乗。）。表 A4-2 にそれらの計算結果

をまとめている。 

品目甲については，１位のシェアについては，絶対値でみて 2000 年から 2001 年及び 2001

年から 2002 年にそれぞれ５％ずつ変化しているので，絶対値の合計は 10 となる。２位及び

３位のシェアについても同様に求めると，２位については 10，３位については 0 である。こ

れらを合計すると 20 となる。一方，品目乙については，１位から３位のシェアに変化はな

いので絶対値の合計は 0 となる。次に，絶対値の合計を（期間数）×（企業数）で除するこ

とで絶対的不安定性指数１，二乗値の合計を期間数で除することで絶対的不安定性指数２が

得られる。 

  

表 A4-1：市場シェアと順位別のシェア 
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絶対値 品目甲 
    

品目乙 
  

 

 
1 位 2 位 3 位 

  
1 位 2 位 3 位  

2001-2000 5 5 0 
  

0 0 0  

2002-2001 5 5 0 
  

0 0 0  

絶対値の合計 10 10 0 合計 20 
 

0 0 0 合計 0 

絶対的不安定性指数１ 
   

3.33 
    

0 

         
 

二乗値 
        

 

2001-2000 25 25 0 
  

0 0 0  

2002-2001 25 25 0 
  

0 0 0  

二乗値の合計 50 50 0 合計 100 
 

0 0 0 合計 0 

絶対的不安定性指数２ 
   

50.00 
    

0 

 

続いて，相対的不安定性指数１及び２を求めるため，シェア変動の絶対値を期首のシェア

で除したもの及びシェア変動の絶対値に期首のシェアを乗じたものをまとめたのが表 A4-3

である（ここでいう期首のシェアとは，例えば 2000 年から 2001 年へのシェア変動を求める

場合，2000 年の市場シェアのことをいう。）。 

 

 

 
品目甲 

    
品目乙 

  
 

 
1 位 2 位 3 位 

  
1 位 2 位 3 位  

シェア変動／期首のシェア 
        

 

2001-2000 0.13  0.14  0.00  
  

0 0 0  

2002-2001 0.11  0.17  0.00  
  

0 0 0  

合計 0.24  0.31  0.00 合計0.55  
 

0 0 0 合計 0 

相対的不安定性指数１ 
   

0.09 
    

0 

         
 

シェア変動×期首のシェア 
        

 

2001-2000 200 175 0 
  

0 0 0  

2002-2001 225 150 0 
  

0 0 0  

合計 425 325 0 合計 750 
 

0 0 0 合計 0 

相対的不安定性指数１ 
   

125 
    

0 

 

 

 

シェア変動／期首のシェアは次のように求めている。品目甲の１位のシェアについて，2000 年から 2001 年のシェ
ア変動の絶対値は５であり，2000 年１位のシェアは 40%であったので，シェア変動／期首のシェア＝５／40≒0.13。
同様に２位については，５／35≒0.14。 

シェア変動×期首のシェアは次のように求めている。品目甲の１位のシェアについて，2000 年から 2001 年のシェ
ア変動の絶対値は５であり，2000 年１位のシェアは 40%であったので，シェア変動×期首のシェア＝５×40＝200。
同様に２位については，５×35＝175。 

表 A4-2：絶対的不安定性指数 

表 A4-3：相対的不安定性指数 
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品目甲の相対的不安定性指数１は，上表の上のグループの合計値 0.55 を（期間数）×（企

業数）で除して得られ，相対的不安定性指数２は，上表の下のグループの合計値 750 を（期

間数）×（企業数）で除して得られる。品目乙についても同様にする。 

以上の結果をまとめると次のとおり。絶対的不安定性指数１を参考にすると，品目甲では，

平均して１位から３位のシェアは平均して 3.33％ポイント変化したが，品目乙では１位から

３位のシェアに変化はなかった。 

相対的不安定性指数１を参考にすると，品目甲では平均して１位から３位のシェアは平均

して（前年のシェアに比較して）９％変化したが，品目乙では１位から３位のシェアに変化

はなかった。 

 絶対的不安定性指数１ 絶対的不安定性指数２ 相対的不安定性指数１ 相対的不安定性指数２ 

品目甲 3.33 50.00 0.09 125.00 

品目乙 0.00 0.00 0.00 0.00 

 

(2) 順位変動に基づく指標 

   次に，順位変動に基づく４つの指標（上位１社から３社不安定性指数，ケンドール順位一

致係数）を求めると次のようになる（ここでは３社の例を使用するので，上位４社不安定性

指数は計算しない。）。初めに，表A4-1を基に各企業の順位は表A4-4のようにまとめられる。 

 

 

品目甲 シェア 
   

品目乙 シェア 
  

 
A 社 B 社 C 社 

  
A 社 B 社 C 社 

2000 40% 35% 25% 
 

2000 40% 35% 25% 

2001 45% 30% 25% 
 

2001 35% 40% 25% 

2002 40% 25% 35% 
 

2002 25% 35% 40% 

         

 
順位 

    
順位 

  

 
A 社 B 社 C 社 

  
A 社 B 社 C 社 

2000 1 2 3 
 

2000 1 2 3 

2001 1 2 3 
 

2001 2 1 3 

2002 1 3 2 
 

2002 3 2 1 

 

上位１社から３社不安定性指数の計算に当たっては，上位各社の順位が変動したか否かを

みる。今，上位 n 社（n=1, 2, 3）が変動した場合を１，変動しなかった場合を 0 として，上

位 n 社の変動をまめると表 A4-5 のとおりになる。 

 

 

 

 

 

表 A4-4：市場シェアと順位 
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順位変動 品目甲 
   

品目乙 
  

 
上位１社 上位２社 上位３社 

 
上位１社 上位２社 上位３社 

2001-2000 0 0 0 
 

1 1 1 

2002-2001 0 1 1 
 

1 1 1 

変動の合計 0 1 1 
 

2 2 2 

上位１社不安定性指数 0 
   

1 
  

上位２社不安定性指数 0.5 
   

1 
  

上位３社不安定性指数 0.5 
   

1 
  

 

品目甲については，１位企業は不動（A 社）であるので，上位１社は常に 0 である。B 社

は 2001 年に２位であったが 2002 年には３位になったので上位２社の変動は 1 となる。同

様に上位３社についても，2002 年に２位の企業が B 社から C 社に変わっているので上位３

社は 1 となる。 

品目乙については，毎年１位の企業は変わっているので，上位１社は常に 1 となる。同様

に，２位及び３位についても毎年変動しているので，それぞれ 1 となる。 

上位１社から３社不安定性指数は，変動の有無を示す数値（0 又は 1）を期間で合計し，

それを期間の数で除することによって得られる。つまり，上表の変動の合計を２でそれぞれ

除することで求められる。 

次に，ケンドール順位一致係数を求める。第２章の定義式を参考に，各社の順位を基に次

の表にケンドール順位一致係数の算定に必要な数値をまとめ，同係数を求めている。 

 

 

 
品目甲 

 
 品目乙 

 

 
A 社 B 社 C 社 

 
 A 社 B 社 C 社 

 
2000 年の順位 1 2 3 

 
 1 2 3 

 
2001 年の順位 1 2 3 

 
 2 1 3 

 
2002 年の順位 1 3 2 

 
 3 2 1 

 
順位の合計値 3 7 8 

 
 6 5 7 

 
期待値（全順位の中央値×対象年数） 6 6 6 

 
 6 6 6 

 
差の二乗 9 1 4 合計 14  0 1 1 合計 2 

     
 

    
ケンドール順位一致係数 0.78 

   
 0.11 

   

 

 

   品目甲のケンドール順位一致係数は 0.78 (≅ 12 × 14 (32 × (33 − 3))⁄ )，品目乙の同係数は

0.11 (≅ 12 × 2 (32 × (33 − 3))⁄ )となる。 

順位の合計値は第２章の定義式における𝑆𝑗，期待値は同定義式における𝑇(𝑛 + 1) 2⁄ をそれぞれ意味している。

差の二乗を合計したものは同定義式における𝑆である。 

表 A4-5：上位１社から３社不安定性指数 

表 A4-6：ケンドール順位一致係数 
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以上の結果をまとめると次のとおり。対象の期間において，品目甲では上位１社は不動で

あるが上位２社及び上位３社は 50%の確率で交代している。他方，品目乙では，上位１社か

ら上位３社まで 100%の確率で交代している。 

 

 上位１社不安定性指数 上位２社不安定性指数 上位３社不安定性指数 ケンドール順位一致係数 

品目甲 0.00 0.50 0.50 0.78 

品目乙 1.00 1.00 1.00 0.11 

 

(3) シェアと順位の両方の変動を考慮した指標 

最後に，シェアと順位の両方の変動を考慮した指標であるボラティリティー指数を求める。

表 A4-1 によれば企業の入替えはないので，定義式において参入又は退出の企業に関する部

分を考慮する必要はない。したがって，A 社，B 社及び C 社の期首及び期末のシェアのみ使

用する。表 A4-7 に計算結果をまとめている。 

 

 

 品目甲 シェア 
   

品目乙 シェア 
  

 

 
 

A 社 B 社 C 社 
  

A 社 B 社 C 社  

 2000 40% 35% 25% 
 

2000 40% 35% 25%  

 2001 45% 30% 25% 
 

2001 35% 40% 25%  

 2002 40% 25% 35% 
 

2002 25% 35% 40%  

 
         

 

期首・期末の変化 
 

0 10 10 合計 20 
 

15 0 15 合計 30 

期首シェアの合計 
    

100 
    

100 

ボラティリティー指数 
    

0.10 
    

0.15 

 

 

表から，品目甲のボラティリティー指数は(20 100⁄ ) ÷ 2＝0.10，品目乙の同指数は   

(30 100⁄ ) ÷ 2＝0.15 となる。 

  

期首・期末の変化は「期末(2002)シェア－期首(2000)シェア」の絶対値，期首シェアの合計は３社の期首シェアの合計。 

表 A4-7：ボラティリティー指数 
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５ モビリティー指数と集中度指標との関係 

本研究では，絶対的不安定性指数１及び２並びに相対的不安定性指数１及び２は，いずれも，

上で指摘したように，順位別のシェアの変動を捉えるもので，特定企業別のシェアの変動を捉

えるものではない。したがって，上位企業の順位別シェアの変動を計測する指数は集中度の変

動と連動している可能性が高い。以下では，各指数が集中度指標（CR4 及び HHI）やシェア

の変化と関係していることを議論する。以下では，順位が𝑖位の市場シェアを𝑠𝑖とし，これを時

間𝜏の関数とみなす。 

  

(1) 絶対的不安定性指数１ 

 ここでは，上位１位から４位のシェアについて算出した絶対的不安定性指数（𝐴𝑀𝑜𝑏1）が

CR4 の変化の上限値についての近似値を与えることを議論する。はじめに，絶対的不安定指

数１の定義は 

𝐴𝑀𝑜𝑏1 =
∑ ∑ |𝑠𝑖,𝑡 − 𝑠𝑖,𝑡−1|𝑡𝑖

(𝑇 − 1) × 𝑛
 

  CR4 の定義より 

 

 
𝐶𝑅4𝑡 ≡ ∑ 𝑠𝑖,𝑡

4

𝑖=1
  (A1) 

 

ここで，𝑠𝑖を時間𝜏で微分すると， 

 

 𝑑𝐶𝑅4𝑡

𝑑𝜏
= ∑

𝑑𝑠𝑖,𝑡

𝑑𝜏

4

𝑖=1
≤ ∑ |

𝑑𝑠𝑖

𝑑𝜏
|

4

𝑖=1
  (A2) 

 

となる。これを対象期間数(= 𝑇 − 1)で合計し対象期間数と計算に使用する上位企業の数

(= 𝑛)で除すると，𝑑𝑠𝑖 𝑑𝜏⁄ ≅ 𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡  であることに注意すれば， 

 

 ∑
𝑑𝐶𝑅4

𝑑𝜏
𝑇−1
𝑡=1

(𝑇 − 1) × 𝑛
=

∑ ∑
𝑑𝑠𝑖

𝑑𝜏

4
𝑖=1

𝑇−1
𝑡=1

(𝑇 − 1) × 𝑛
≤

∑ ∑ |
𝑑𝑠𝑖

𝑑𝜏
|4

𝑖=1
𝑇−1
𝑡=1

(𝑇 − 1) × 𝑛
≅

∑ ∑ |𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡|4
𝑖=1

𝑇−1
𝑡=1

(𝑇 − 1) × 𝑛
= 𝐴𝑀𝑜𝑏1  (A3) 

 

となり，𝐴𝑀𝑜𝑏1は，（１社１年当たりで換算した）CR4 の変化の上限値についての近似値を

与える。一般に，上位１位～n 位までのシェアを使用して求めた𝐴𝑀𝑜𝑏1は，上位 n 社のシェ

ア合計 CRn ついて，その変化の上限値について近似値を与える。 

 

(2) 相対的不安定性指数１ 

 ここでは，相対的不安定性指数１（𝑅𝑀𝑜𝑏1）が，上位 n 社のシェアについて，シェアの変

化率の平均値の上限値を近似することを議論する。相対的不安定性指数１の定義は 
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𝑅𝑀𝑜𝑏1 =
∑ ∑

|𝑠𝑖,𝑡−𝑠𝑖,𝑡−1|

𝑠𝑖,𝑡−1
𝑡𝑖

(𝑇 − 1) × 𝑛
 

 

相対的不安定性指数１は，１期前のシェアに比較して，正負にかかわらずどの程度シェア

が変化しているのかを求め，対象期間において，平均的に１社１年度当たり相対的にどの程

度シェアが変化したかを示す（100 を乗ずると％の評価となる。）。例えば，絶対的不安定性

指数１が５（５％），相対的不安定性指数１が 0.05（５％）であったとすると，前者は１社

当たり５％ポイントのシェア変化があったが，後者は１期前のシェアに比較して５％変化し

ていることを意味する。50％から 55％にシェアが変化した場合，前者は５（５％ポイント）

であるが，後者は 0.1（＝10％）となる。 

 ４社について(𝑛 = 4)，市場シェアの幾何平均𝑠̅は 

 

 
𝑠̅ ≡ (∏ 𝑠𝑖)

1

4
  (A4) 

 

となる。この自然対数をとると 

 

 
𝑙𝑛(𝑠̅) =

1

4
∑ 𝑙𝑛(𝑠𝑖)

𝑖
  (A5) 

 

となり，これを𝜏で微分すると， 

 

 𝑑 𝑙𝑛(𝑠̅)

𝑑𝜏
=

1

4
(∑

𝑑 𝑙𝑛(𝑠𝑖)

𝑑𝜏𝑖
)  (A6) 

 

となる。(A6)の左辺が自然対数の微分であることに注意すれば，これは変化率（これに 100

を掛けると％変化）を示すので，(A6)を書き換えると， 

 

 1

𝑠̅

𝑑𝑠̅

𝑑𝜏
=

1

4
(∑

𝑑 𝑙𝑛(𝑠𝑖)

𝑑𝑡𝑖
) =

1

4
(∑

1

𝑠𝑖

𝑑𝑠𝑖

𝑑𝑡𝑖
)  (A7) 

 

ここで，𝑑𝑠𝑖 𝑑𝜏⁄ ≅ 𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡であることに注意すれば，(A7)は， 

 

 1

𝑠̅

𝑑𝑠̅

𝑑𝜏
=

1

4
(∑

1

𝑠𝑖

𝑑𝑠𝑖

𝑑𝑡𝑖
) ≅

1

4
(∑

𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡

𝑠𝑖𝑖
) ≤

1

4
(∑

|𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡|

𝑠𝑖𝑖
) (A8) 

 

と展開できる。(A8)の全体を更に対象期間数について平均をとったものが𝑅𝑀𝑜𝑏1である。つ

まり，相対的不安定性指数１は，シェアの（企業数に関する）幾何平均の変化率の（調査対
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象期間についての）平均の上限値を近似する。また，𝑅𝑀𝑜𝑏1に 100 を乗じることでパーセン

ト表示とすることができる。 

 

(3) 相対的不安定性指数２ 

ここでは，相対的不安定性指数２（𝑅𝑀𝑜𝑏2）が，期首から期末における HHI の変化量を

近似することを議論する。相対的不安定性指数の定義は， 

 

𝑅𝑀𝑜𝑏2 =
∑ ∑ |𝑠𝑖,𝑡 − 𝑠𝑖,𝑡−1| × 𝑠𝑖,𝑡−1

𝑛
𝑖=1

𝑇
𝑡=2

(𝑇 − 1) × 𝑛
 

 

であり，HHI の定義は，産業内の企業数を𝑁 (𝑛 ≤ 𝑁)として， 

 

𝐻𝐻𝐼𝑡 = ∑ 𝑠𝑖,𝑡
2

𝑁

𝑖=1
 

 

𝐻𝐻𝐼𝑡を𝜏で微分し，両辺を２で除すると 

 

 1

2

𝑑𝐻𝐻𝐼𝑡

𝑑𝜏
= ∑ 𝑠𝑖,𝑡

𝑑𝑠𝑖,𝑡

𝑑𝜏

𝑁

𝑖=1
  (A9) 

 

となる。はじめに，(A9)の左辺について次のとおり展開する。時点𝑡について， 

 

 1

2

𝑑𝐻𝐻𝐼𝑡

𝑑𝜏
≅

1

2
(𝐻𝐻𝐼𝑡+1 − 𝐻𝐻𝐼𝑡)  (A10) 

 

と近似し，これを対象期間(𝑇 − 1)で合計すると 

 

 1

2
∑

𝑑𝐻𝐻𝐼𝑡

𝑑𝜏

𝑇−1

𝑡=1
≅

1

2
∑ (𝐻𝐻𝐼𝑡+1 − 𝐻𝐻𝐼𝑡)

𝑇−1

𝑡=1
=

1

2
(𝐻𝐻𝐼𝑇 − 𝐻𝐻𝐼1)  (A11) 

 

となる。 

次に，(A9)の右辺について，𝑑𝑠𝑖 𝑑𝜏⁄ ≅ 𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡  に注意すれば， 

 

 
∑ 𝑠𝑖

𝑑𝑠𝑖

𝑑𝜏

𝑁

𝑖=1
≅ ∑ 𝑠𝑖 × (𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡)

𝑁

𝑖=1
≤ ∑ 𝑠𝑖 × |𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡|

𝑁

𝑖=1
  (A12) 

 

といえるので，(A9)から(A12)より， 
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 1

2
∑

𝑑𝐻𝐻𝐼𝑡

𝑑𝜏

𝑇−1

𝑡=1
≅

1

2
(𝐻𝐻𝐼𝑇 − 𝐻𝐻𝐼1) ≤ ∑ ∑ 𝑠𝑖 × |𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡|

𝑁

𝑖=1

𝑇−1

𝑡=1
 (A13) 

 

となり，対象期間数と産業の企業数 ((𝑇 − 1) × 𝑁)で除すると， 

 

 1

2

(𝐻𝐻𝐼𝑇 − 𝐻𝐻𝐼1)

(𝑇 − 1) × 𝑁
≤

∑ ∑ 𝑠𝑖 × |𝑠𝑖,𝑡+1 − 𝑠𝑖,𝑡|𝑁
𝑖=1

𝑇−1
𝑡=1

(𝑇 − 1) × 𝑁
 (A14) 

 

と導くことができる。ここで，𝑛 ≤ 𝑁 であるので，(A14)の右辺は𝑅𝑀𝑜𝑏2よりも大きくなる

が，𝑅𝑀𝑜𝑏2は，期首から期末における HHI の変化量を１社１年当たりに換算し，更にその

半分の値について，その上限値を近似する可能性がある。また，産業内の企業数と𝑅𝑀𝑜𝑏2の

計算に使用する企業数が等しければ(𝑁 = 𝑛)，近似の精度は高くなる。 
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付表 

付表１：クロスセクション分析に使用した変数の説明 

名称 測定方法 出典 年 

年数 品目の調査年数 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

絶対的不安定性指数１ 本文参照 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

絶対的不安定性指数２ 本文参照 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

相対的不安定性指数１ 本文参照 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

相対的不安定性指数２ 本文参照 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

ボラティリティー指数 本文参照 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

上位１社不安定性指数 本文参照 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

上位２社不安定性指数 本文参照 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

上位３社不安定性指数 本文参照 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

上位４社不安定性指数 本文参照 生産・出荷集中度調査  1991-2010 

ケンドール順位一致係数 本文参照 生産・出荷集中度調査 1991-2010 

市場規模の自然対数値 生産・出荷集中度調査の国内出荷額又は国内出荷量に

ついて，標本期間における平均値の自然対数値 
生産・出荷集中度調査  1991-2010 

市場規模の変動係数 生産・出荷集中度調査の国内出荷額又は国内出荷量に

ついて，標本期間における変動係数 
生産・出荷集中度調査  1991-2010 

市場成長率 生産・出荷集中度調査の国内出荷額又は国内出荷量に

ついて，標本期間における隣接する２期の変化率の幾何

平均値 

生産・出荷集中度調査  1991-2010 

市場成長率の二乗 市場規模成長率を二乗した値 生産・出荷集中度調査  1991-2010 

市場成長率プラス 市場規模成長率がプラスである場合は市場規模成長

率，マイナスである場合は０をとる 
生産・出荷集中度調査  

1991-2010 

市場成長率マイナス 市場規模成長率がプラスである場合は０，マイナスで

ある場合は市場規模成長率をとる 
生産・出荷集中度調査  1991-2010 

下位企業シェア 上位 10位事業者以外の事業者による国内出荷の合計

（額又は量）が国内出荷額又は国内出荷量に占める割合 
生産・出荷集中度調査  1991-2010 

上位４社集中度（CR4） 標本期間における上位４社集中度の平均値 生産・出荷集中度調査  1991-2010 

ハーフィンダール・ハーシュ

マン指数(𝐻𝐻𝐼) 

標本期間におけるハーフィンダール・ハーシュマン指

数の平均値 
生産・出荷集中度調査  1991-2010 

輸入比率 日本貿易月表（財務省編）から調査対象事業者が国内

に供給する目的をもって製品として輸入したものを除

いた額（量）が国内出荷額（量）に占める割合 

生産・出荷集中度調査  1991-2010 

輸入変化倍率 期末の輸入シェア÷期首の輸入シェア 生産・出荷集中度調査  1991-2010 

Ｒ＆Ｄ比率 （自社研究開発費＋委託研究開発費）／売上高 企業活動基本調査 
1994, 

1997-2011  

合併ダミー 合併あり＝１，合併なし＝０ 生産・出荷集中度調査，

事業者公表資料など 
1991-2010 

カルテルダミー カルテル摘発あり＝１，カルテル摘発なし＝０ 公正取引委員会公表資料 1991-2010 

価格費用マージン (𝑃𝐶𝑀) 本文参照 工業統計表 
1998，2003，

2008 

企業物価指数比率 企業物価指数について，標本期間の期末と期首の比率 日本銀行 1991-2010 

企業物価指数比率の累乗根 企業物価指数比率について，標本期間－１の累乗根を

とったもの 日本銀行 1991-2010 
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付表２：クロスセクション分析に使用したデータの要約統計量 

変数 観測数 平均値 中央値 標準偏差 最小値 最大値 変動係数 

年数 661 9.61 8.00 6.16 2 20 0.64 

絶対的不安定性指数１ 661 1.86  1.51 1.53 0.01 16.52 0.82 

絶対的不安定性指数２ 661 48.53  18.78 100 0 1080.8 2.06 

相対的不安定性指数１ 661 0.16  0.10 0.32 0.01 6.13 2.01 

相対的不安定性指数２ 661 49.78  33.14 68.5 0.21 884.24 1.38 

ボラティリティー指数 661 0.29  0.21 0.36 0 6.85 1.24 

上位１社不安定性指数 661 0.13  0 0.20 0 1 1.60 

上位２社不安定性指数 661 0.27  0.21 0.28 0 1 1.03 

上位３社不安定性指数 661 0.41  0.36  0.31 0 1 0.77 

上位４社不安定性指数 661 0.53  0.56  0.31 0 1 0.59 

ケンドール順位一致係数 661 0.70  0.71  0.21 0.20 1 0.30 

市場規模の自然対数値 661 11.69  11.55  1.44 6.68 19.93 0.12 

市場規模の変動係数 661 0.18  0.14  0.16 0 1.06 0.87 

市場規模成長率 661 -0.01  -0.02  0.21 -0.53 4.29 -40.73 

市場規模成長率の二乗 661 0.04  0.00  0.72 0 18.42 17.09 

市場規模成長率プラス 661 0.04 0 0.19 0 4.29 5.08 

市場規模成長率マイナス 661 -0.04 -0.02 0.07 -0.53 0 -1.60 

下位企業シェア 661 6.28 0.94 11.71 0 88.33 1.86 

上位４社集中度（CR4） 661 0.73 0.75 0.19 0.07 1 0.25 

ハーフィンダール・ハーシュ

マン指数 (𝐻𝐻𝐼) 
661 0.23 0.19 0.15 0 1 0.68 

輸入比率 661 0.05 0.01 0.09 0 0.79 1.91 

輸入変化倍率 660 3.45 0.46 36.03 0 915.08 10.43 

Ｒ＆Ｄ比率 607 3.28 2.84 2.10 0.10 11.63 0.64 

合併ダミー 661 0.38 0 0.49 0 1 1.28 

カルテルダミー 661 0.03 0 0.16 0 1 5.98 

価格費用マージン 574 28.24 25.95 10.71 -4.50 63.01 0.38 

企業物価指数比率 113 111.18 97.73 56.97 15.44 379.42 0.51 

企業物価指数比率の累乗根 113 99.85 99.88 4.07 82.96 110.54 0.04 
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付表３：モビリティー指数の決定要因分析－輸入として輸入変化倍率を使用したケース  
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付表４：モビリティーが価格費用マージンに及ぼす影響－全品目を使用  
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